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平成 22 年 11 月 1 日

各　　位

　　                                            　会 社 名　日立工機株式会社

代表社名　取締役社長　加藤　清

　　　（コード番号　6581　東証・大証１部）

問合せ先　広報室長　　吉成　雅人

　（TEL　03-5783-0601）

当社連結子会社の不適切な取引および会計処理に関する調査結果等について

　当社は、2010 年 10 月 5 日付「当社連結子会社の不適切な取引および会計処理について」で公表いた

しましたとおり、当社の海外関連会社であります Hitachi Power Tools Europe GmbH（所在国：ドイツ。

事業内容：電動工具等の販売。以下、（HTE））における不適切な取引および会計処理について、外部の専

門家で構成する調査委員会を設置し、事態の全容解明および再発防止策の策定等に鋭意取り組んでまい

りました。

　このほど同委員会による調査結果報告を受け、当社では、下記の通り再発防止策を策定するとともに、

関係者の処分を決定いたしましたので、お知らせいたします。

　なお、過去分の決算の訂正、2011 年 3 月期 第 2 四半期の決算発表につきましては、架空売上に対す

る VAT(Value Added Tax（付加価値税）)の会計処理に関し、関係する会計監査人において慎重に検討を

加えており、現時点までに確定に至りませんでしたので、後日、確定次第速やかに開示させていただき

ます。

記

１． 総括

　この度は、株主、投資家、取引先をはじめ関係者の皆様には、多大なご迷惑とご心配をおかけいたし

ましたことを、心より深くお詫び申し上げます。

　（HTE）における不適切な取引および会計処理が、連結業績に与える影響額（過大計上額の純額）は、

当初の見込みとほぼ同水準で、売上高 96 億円、営業利益 44 億円（いずれも 2005 年度から 2010 年度第 1

四半期までの累計）となりました。純利益につきましては、VAT（付加価値税）の会計処理に関し、関係

する会計監査人において検討中であり確定しておりません。

調査委員会の調査結果では、今回の不適切な取引および会計処理は、（HTE）前社長が主導して行った

もので、当社の組織的な関与はなかったことが明らかとなり、また、他の子会社の調査におきましても、

一部で軽微な事象（売上計上の期ずれ等）は新たに判明したものの、（HTE）で行われていたような不適

切な取引および会計処理は判明いたしませんでした。一方、当社におけるグループ子会社管理のあり方

に様々な課題があると指摘を受けております。

　当社といたしましては、調査委員会の再発防止策に関する提言を真摯に受け止め、二度とこのような

事態を起こすことのないよう、再発防止策を着実に実行するとともに、グループ全体のガバナンス機能
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要約損益計算書 (単位：千ユーロ)

調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後

売上高 16,692  12,868  21,361  17,823  31,208  21,939  40,510  21,082  54,903  26,659  23,033  13,265  

営業利益（損失） 101       (1,858)   364       (1,122)   693       (4,524)   1,019    (5,892)   746       (8,553)   309       (3,605)   

当期純利益(損失) (80)        (2,039)   16         (1,496)   75         (5,151)   60         (6,911)   172       (9,127)   56         (3,858)   

営業利益率 0.6%    (14.4)% 1.7%    (6.3)%   2.2%    (20.6)% 2.5%    (27.9)% 1.4%    (32.1)% 1.3%    (27.2)% 
当期純利益率 (0.5)%   (15.8)% 0.1%    (8.4)%   0.2%    (23.5)% 0.1%    (32.8)% 0.3%    (34.2)% 0.2%    (29.1)% 

06/3 07/3 08/3 09/3 10/3 10/8
5ヵ月

要約貸借対照表 (単位：千ユーロ)

調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後

流動資産 12,855  10,896  17,155  13,987  28,377  20,250  43,038  30,158  66,902  48,203  76,826  54,916  
固定資産 945       945       1,034    1,034    1,221    1,221    1,466    1,466    2,118    2,118    2,545    2,545    
資産合計 13,800  11,841  18,189  15,021  29,598  21,471  44,504  31,624  69,021  50,322  79,371  57,461  

流動負債 10,499  10,499  14,872  15,175  24,206  24,775  39,051  41,838  63,396  69,664  73,691  80,661  

純資産 3,301    1,342    3,317    (154)      5,392    (3,305)   5,453    (10,215) 5,625    (19,341) 5,680    (23,200) 
負債純資産計 13,800  11,841  18,189  15,021  29,598  21,471  44,504  31,624  69,021  50,322  79,371  57,461  

06/3 07/3 08/3 09/3 10/3 10/8
直近月

を徹底的に強化してまいります。

　今後、当社グループの全役員および全従業員が一丸となって信頼回復に努めてまいりますので、何卒

引き続きのご理解とご支援を賜わりますようお願い申し上げます。

２． 調査結果

　調査委員会の調査報告書は、別紙のとおりです。この報告書は、調査報告書正本の記載のうち、個人

情報および当社の営業上の秘密に係る情報その他一般に開示することが適切でない部分を除外しつつも、

正本の趣旨を損なわない範囲で、調査委員会が作成したものです。

　なお、当社の要約による調査結果の概要は、以下のとおりです。

2-1．調査委員会の調査の結果判明した事実

(1) （HTE）において行われていた不適切な取引の基本的な構図は、次の 2 つのパターンです。

① 架空売上の計上および取消処理

　外部関与者と通謀することにより、偽造した証憑を作成し、架空売上を計上して、翌期以降に取

消処理をする一連の処理。

②架空売上の計上および架空仕入れの計上

　外部関与者と通謀することにより、偽造した証憑を作成し、隠し倉庫への製品搬出を行うことで、

通常の売上取引を装い、その後、同外部関与者が実質的に支配している他の企業の証憑を偽造し、

隠し倉庫からの製品搬入により通常仕入取引を装う一連の処理。

(2) （HTE）過年度財務諸表に与える影響

（（HTE）個別）

（（HTE）個別）
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　　なお、（HTE）では、売上計上時に仮受計上した VAT（付加価値税）と仕入計上時に仮払計上した

VAT は、支払時に相殺差額を毎月税務当局へ支払っておりましたが、（HTE）修正財務諸表の作成に

おきましては、架空取引による VAT の影響額がすべて還付及び納付されることを前提として、それ

ぞれ資産及び負債として計上しています。

(3) 調査した範囲では、（HTE）前社長らの関与者が、不適切な取引への関与の対価として評価される程

度の私的な金銭的利得を取得していたという明確な証拠は発見されませんでした。

(4) 調査の結果、当社の役員・従業員が関与していたと疑わせる事情は認められませんでした。

(5) 他の子会社における類似事象の有無を確認したところ、当社において既に認識している不正・不祥

事のほかに、一部で軽微な事象は新たに判明したものの、（HTE）で行われていたような不適切な取

引および会計処理は判明しませんでした。

2-2．発生原因の分析

(1) 本件が発生した直接の原因は、（HTE）前社長や関係者に対するインタビューによれば、（HTE）前社長

が営業成績に関して相応のプレッシャーを感じていたことや個人としての評価・地位への願望などの

供述もありましたが、調査委員会としては確定的な結論を出すことはできないとされています。但し、

主体的関与者が子会社の社長としての資質を満たしていなかったと評価されています。

(2) 当社の海外子会社は、営業活動に不可欠な権限及び広範な人事権限を与えられている一方で、当社に

おける子会社管理のあり方にいくつかの課題があることも原因の一つとされています。具体的には、

①（HTE）の取締役会が実質的に機能していなかったこと、②国際営業本部や経理財務本部などの管

理手続が十分でなかったこと、③（HTE）における内部統制の適切な運用がされていなかったこと、

④内部監査が人的リソースの制約などから適切な実効性が確保されていなかったこと、⑤コンプライ

アンス意識やガバナンス体制が十分でなかったことなどがあげられています。

2-3．責任の所在

　本件を主導した（HTE）前社長の責任は極めて重大であり、懲戒解雇の処分も妥当なものとされていま

す。加えて、現地で直接本件に関与した者も、前社長の指示とはいえ、重い責任が認められるとされて

います。また、最高責任を負う当社代表者はもとより、当社における関連会社の管理監督責任として、

国際営業本部、経理財務本部および内部統制・コンプライアンス関連部門を管掌業務とする取締役は、

一定の責任は免れないものと指摘されています。

影響額 (単位：千ユーロ)

単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計

売上高 (3,824)   (3,824)   (3,538)   (7,362)   (9,269)   (16,631) (19,428) (36,059) (28,244) (64,303) (9,768)   (74,071) 
営業利益（損失） (1,959)   (1,959)   (1,486)   (3,445)   (5,217)   (8,662)   (6,911)   (15,574) (9,299)   (24,872) (3,914)   (28,786) 
純資産 (1,959)   (1,959)   (1,512)   (3,471)   (5,225)   (8,697)   (6,971)   (15,668) (9,299)   (24,966) (3,914)   (28,880) 

出典：HTEの会計システム出力データよりDTFASにて試算・検証

10/806/3 07/3 08/3 09/3 10/3
直近月

（（HTE）個別）
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2-3．再発防止策の提言

(1) 個別対応再発防止策として、組織・権限・内部統制、内部監査制度、情報システムおよび内部通報制

度の見直しにより不正が生じる機会を防止すること、また、コンプライアンス意識の向上、リスクマ

ネジメント/ガバナンス体制の見直し、処分・処罰の厳格化による当社の風土への対応があげられて

います。

(2) 抜本的対応再発防止策として、①経営理念・行動規範の見直し、②経営戦略検証プロセスの見直し、

③経営管理制度の見直し、④人事制度の見直し、⑤不正の防止対策などの方策が、当社による真摯な

検討のもと、適宜追加・取捨選択等が行われ、実行に移されることが望まれるとされています。

３．当社連結業績に与える影響額

　今回の（HTE）における不適切な取引および会計処理が、当社連結業績に与える影響額の概要は次のと

おりです。但し、架空売上に対して支払った VAT（付加価値税）の会計処理の判断により、純利益への

影響額が異なってまいります。そのため、「VAT の還付を前提とし、未収入金として計上する会計処理の

場合」と、「VAT を一旦費用計上し、還付確定時に利益計上する会計処理の場合」を併記いたしました。

なお、これらは、純利益への影響の差で有り、売上高および営業利益は同額であります。

　また、今回の過去分の業績訂正にあたりましては、過去において判明はしていたものの重要性がない

ために遡及して会計処理の訂正をしていなかった事項、および今回新たに判明した軽微な事象に係る訂

正も、合わせて行っております。（下表の「その他過去分等」（累計額のみ））

　(2)の場合は、純利益への累積影響額が 17 億円弱大きくなりますが、還付が確定した時点で、純利益

に計上されることになります。

（金額単位：百万円）

売上高 営業利益 純利益 売上高 営業利益 純利益 売上高 営業利益 純利益

05年度 142,009 15,522 11,501 527 321 322 141,482 15,201 11,179

06年度 153,013 19,205 13,069 531 304 262 152,482 18,901 12,807

07年度 174,756 22,320 15,561 1,497 1,022 1,047 173,259 21,298 14,514

08年度 142,013 12,220 5,034 2,747 1,095 962 139,266 11,125 4,072

09年度 119,166 5,184 3,333 3,698 1,427 1,583 115,468 3,757 1,750

10年度 第1四半期 30,268 423 84 620 299 151 29,648 124 -67

(HＴE) 影響額計 - - - 9,620 4,468 4,327 - - -

その他過去分等 - - - 1,112 200 37 - - -

合　計 - - - 10,732 4,668 4,364 - - -

修正前 修正後影響額

（金額単位：百万円）

売上高 営業利益 純利益 売上高 営業利益 純利益 (内VAT分) 売上高 営業利益 純利益

05年度 142,009 15,522 11,501 527 321 406 (84) 141,482 15,201 11,095

06年度 153,013 19,205 13,069 531 304 368 (105) 152,482 18,901 12,701

07年度 174,756 22,320 15,561 1,497 1,022 1,331 (284) 173,259 21,298 14,230

08年度 142,013 12,220 5,034 2,747 1,095 1,480 (518) 139,266 11,125 3,554

09年度 119,166 5,184 3,333 3,698 1,427 2,282 (698) 115,468 3,757 1,051

10年度 第1四半期 30,268 423 84 620 299 151 (0) 29,648 124 -67

(HＴE) 影響額計 - - - 9,620 4,468 6,018 (1,689) - - -

その他過去分等 - - - 1,112 200 37 - - -

合　計 - - - 10,732 4,668 6,055 (1,689) - - -

修正前 修正後影響額

(2) VAT を一旦費用計上し、還付確定時に利益計上する会計処理の場合（影響額が大）

(1) VAT の還付を前提とし、未収入金として計上する会計処理の場合（影響額が小）
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４．再発防止策

(1)企業風土の改革、コンプライアンス意識の徹底

① コンプライアンス教育の強化

　今回、コンプライアンスに係る不祥事を起こしましたことを真摯に受け止め、経営トップ自らが反

省し、今後に対する誓いを行う意味で、グループ全体にトップメッセージを発信するとともに、当社

および関連会社の役員、従業員のコンプライアンス意識を一層高めるため、改めてコンプライアンス

教育を実施いたします。そして、何よりも「基本と正道」が優先する風通しの良い企業風土を醸成し

てまいります。

② グループ企業行動規範の周知徹底

　2010 年 9 月に制定した「日立工機グループ企業行動規範」の全社的な周知徹底（多言語対応を含む）

を図るとともに、かかる規範を日常業務と明確に関連付けて運用・浸透させるべく、役員、従業員に

対する定期的な教育を実施してまいります。

③ 懲罰規定の制定と周知

コンプライアンス違反に対する懲罰方針を具体的に明文化するとともに、全従業員に周知し、再発

防止につなげてまいります。

(2)関連会社に関する監査および連結管理の強化

① 内部監査、巡回指導の強化

　関連会社に対する内部監査を強化するため、監査体制を増強し、内部監査の実施サイクル（最長で

も 3 年に 1 度）を遵守するとともに、経理財務部門による巡回指導や地域別経理会議を実施いたしま

す。また、監査員の質的向上を目的に、外部も含めた関連教育を実施してまいります。

② 海外関連会社の取締役会の機能強化

　海外関連会社の取締役会が実質的に機能していなかったことを反省し、関連会社の取締役見直しを

行い、また極力取締役会を現地で開催して直接監督する機会を設けるなど、ガバナンス強化を図って

まいります。

③関連会社とのコミュニケーションの強化

　当社の経営陣や管掌部門による関連会社の巡回の機会を増やし、現地責任者や管理職とのコミュニ

ケーションを強化するなかで、日常的な連絡・報告・相談がしやすい体制を作ってまいります。

　④情報システムの整備

関連会社の情報システム機能を整備し、タイムリーに関連会社の実態把握に努めるとともに、経営

上のリスクを本社でも把握できる体制を構築してまいります。

(3)内部通報制度の強化

　当社では既に国内・海外におきまして内部通報制度を導入しておりますが、改めて、国内・海外の従

業員に対し制度の趣旨や通報の方法等の周知徹底（多言語対応を含む）を図るとともに、現在の窓口（コ

ンプライアンス本部）に加えて、外部の通報窓口（法律事務所等）の設置も検討してまいります。
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(4)人事管理の強化

① 人事ローテーションの推進

今回の不祥事の発生原因の一つとして、人事ローテーションが停滞したことが考えられます。人事

の停滞は、法令違反行為の温床ともなりかねず、関連会社の責任者および役員の人事ローテーション

を適宜実施してまいります。

② 人材の補強と適正な人材配置

　全社の組織および適正人員を再度見直し、必要な部門は人材の補強を図るとともに、一定規模の海

外現地法人については、当社から経理担当者を含め複数名を出向させて牽制機能を働かせるなど、適

切な人材配置を構築してまいります。

５． 関係者の処分等

　当社は、今回の不適切な取引および会計処理が、当社の連結業績に大きな影響を及ぼした責任を重く

受け止め、次のとおり関係者の処分を行います。

(1)直接関与者

対象者 処分内容

（HTE）前社長（当社より出向）
2010 年  9 月 28 日付　（HTE）社長解任済

2010 年 10 月  4 日付　　当社懲戒解雇済

　なお、他の（HTE）現地従業員の関与者については（HTE）において処分を決定する予定です。

(2)当社役員の管理監督責任

① 役員の異動（2010 年 11 月 1 日付）

対象者 新役職名 旧役職名 備考

小西　康之 取締役会長
代表取締役

取締役会長

野崎　昭彦 取締役 専務取締役
当該期間：国際営業管掌

　　　　（HTE）取締役兼務

高萩　光男 （理事） 取締役（辞任）
経理財務、関連会社管掌

（HTE）取締役兼務

② 役員の報酬減額（2010 年 11 月報酬より 2 ヶ月）

対象者 内容 備考

取締役会長　小西　康之 報酬月額の 30％

代表取締役

取締役社長
報酬月額の 30％

常務取締役　井上　　徹 報酬月額の 10％ コンプライアンス、監査管掌

取締役　　　前原　修身 報酬月額の 20％ 国際営業管掌

取締役　　　尾木　克彦 報酬月額の 10％ コンプライアンス、内部統制管掌

 なお、相談役　鍵本　孝三(当該期間：社長、会長)は報酬月額の 30％を自主返上（2ヶ月）、

　　　 監査役　竹内　正文(当該期間：経理財務、関連会社管掌)は報酬月額の 30％を自主返上（2 ヶ月）。

以　上

加藤　　清
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日立工機株式会社 取締役会 御中 

 

 

調査委員会 

 

弁護士   川村 明 

弁護士   山岸良太 

公認会計士 松藤 斉 

 

 

調査報告書 
 

 

 

日立工機株式会社（以下「HKK」といいます。）のドイツにおける販売子会社である Hitachi 

Power Tools Europe GmbH（以下「HTE」といいます。）において、2005 年 12 月から 2010 年

8 月までの間に行われていた不適切な取引及び会計処理（以下、それぞれ「本件取引」及び

「本件会計処理」といい、総称して「本件処理」といいます。）に関して、本調査委員会が

行った調査（以下「本調査」といいます。）の結果について、以下のとおりご報告いたしま

す。なお、本報告書における略称は別紙 A 記載のとおりです。 

 

（注）この版は、HKK が一般に開示する用途に使用することを念頭に、調査報告書正本の

記載のうち、個人情報及び HKK の営業上の秘密に係る情報その他一般に開示すること

が適切でないと考えられる部分を除外し、また、詳細にわたって一般に開示する必要

がないと考えられる部分に関しては、調査報告書正本の趣旨を損なわない範囲で、要

約するなどして作成しています。 
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第1 本調査の概要 

1.  本調査に至る経緯 

2010 年 8 月 18 日開催の HKK 経営会議において、常勤監査役から、HTE の売掛金回収期

間の短縮化が他の販売子会社に比して進んでいないこと、借入金残高が増加していること、

HTEがHKKの製造子会社から購入する製品の代金支払が度々遅延していること等が指摘さ

れ、HTE の経営に問題がないか実態を調査することとなった。 

HKK では、直ちに経理財務本部において HTE 関連の ERP システム内の会計データを検

討するとともに、同年 9 月 2 日から 6 日にかけて経理財務本部関係者 3 名を HTE に派遣し、

また同年同月 9 日から 11 日にかけて経理財務本部及び国際営業本部関係者計 2 名を HTE に

派遣して経営実態の現地調査を行うとともに、HKK から出向して当時 HTE 社長（同年 9 月

28 日付で HTE 社長解任、同年 10 月 4 日付で HKK 懲戒解雇）を務めていた A 氏にインタ

ビューを実施し、同年 9 月 13 日に HKK トップ・マネジメントに調査結果が報告された。

かかる調査の結果、全容は不明ながら、HTE において、数年間にわたり、本件処理が行わ

れており、HKK に対しては虚偽の財務報告をしていたことが判明したことから、HKK は、

同月 15 日に代表取締役社長を長とする社内調査チームを立ち上げるとともに法律顧問であ

る森・濱田松本法律事務所（以下「MHM」という。）の山岸委員に報告、協議し、同月 16

日には、HKK の 2010 年 3 月期以降の会計監査人・独立監査人である新日本有限責任監査法

人及び 2009 年 3 月期までの会計監査人・独立監査人であったあずさ監査法人（現有限責任

あずさ監査法人）並びに HTE のドイツにおける会計監査人に報告し、協議を開始した。ま

た、同日には、常勤監査役が調査のため HTE に向けて出発した。 

一方、HKK は、社内調査で判明した本件処理の手口・期間・金額等に鑑みて、本件処理

の迅速かつ適切な解明のためには社外の専門家の知見・能力を利用することが必要と判断

し、同月 17 日には、HKK グループと利害関係がなく、かつ、不正会計に関する調査に実績

を有するデロイトトーマツ FAS 株式会社（以下「DTFAS」という。）に対して調査協力を依

頼し、また、同月 21 日には、社外の専門家から構成される調査委員会を設立して本件処理

の徹底的な調査を行う方針を固め、アンダーソン・毛利・友常法律事務所（以下「AMT」

という。）の川村委員及び MHM の山岸委員からそれぞれ委員長及び委員就任の内諾を得、

また、DTFAS からも所属する公認会計士（DTFAS は松藤委員と決定）の委員就任の内諾を

得た。 

DTFAS は、本調査委員会が正式に発足する前の事前調査として、同月 20 日から同年 10

月 4 日にかけて、HTE に現地調査チームを派遣し、現地の法律事務所（S&S）とともに、

HTE の帳票類の検討及び A 氏を含む関係者に対するインタビュー等を行った（これらの調

査を以下「事前調査」という。）。また、HKK は、これらの社外の専門家による調査と連携

しつつ、現地に経理財務本部の調査チームを派遣して同様の調査を行った。 

 

2.  本調査委員会 
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前記 1.記載の HKK による社内調査及び社外の専門家による事前調査を経て、2010 年 10

月 5 日、HKK 取締役会にて本調査委員会の設立が正式に承認され、本件処理の存在、調査

状況、本調査委員会の設立等を適時開示した。 

本調査委員会の構成は以下のとおりである。 

   

委員長 弁護士   川村 明（アンダーソン・毛利・友常法律事務所） 

委 員 弁護士   山岸良太（森・濱田松本法律事務所） 

委 員 公認会計士 松藤 斉（デロイト トーマツ FAS 株式会社） 

   

また、本調査委員会は、以下の者を事務局及び補助者として任命し、本調査の補佐をさ

せた。 

調査委員会事務局 HKK 職員 4 名 

  調査委員会補助者 

   日本における補助者 DTFAS・MHM・AMT 

   ドイツにおける補助者 DTFAS・S&S 

 

なお、本調査委員会の調査体制については、HKK の法律顧問である山岸委員も参画し、

また、本調査委員会による調査と社内調査との完全な分断は行わない等、日本弁護士連合

会策定「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン」（2010 年 7 月 15 日）に準拠し

た第三者委員会と異なる点もある。これは、①本件処理は HKK の子会社である HTE にお

ける問題であること、②本件処理の発覚の端緒が HKK の内部統制の作用によるものである

こと、③本件処理の社内調査が経営会議にて指示されていること、④事前調査の結果でも

HKK 役職員による本件処理への関与が認められなかったこと等から、調査委員会の HKK

からの独立性を最優先して、HKK と利害関係を全く有しない第三者のみで調査委員会を組

成して調査を行う必要性は必ずしも高くなく、むしろ、社外の専門家が委員となることの

メリットは活かしつつも、社内調査の結果等も活用して調査を行うことで、迅速かつ適切

な調査ができると判断されたからである（本調査の過程においてかかる判断を覆す事実が

判明した場合には、本調査の結果に対する信頼性を確保するための別途の措置をとること

がその前提とされたが、このような事実は判明しなかった。）。 

 

3.  本調査の目的 

2010 年 10 月 5 日付 HKK 取締役会決議による授権に基づき、本調査の目的とされた事項

は以下のとおりである。 

 

① 本件処理の実態の解明 

② 責任の所在の解明（HKK の関与の有無を含む。） 
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③ 本件処理の発生原因の解明 

④ 他の子会社等における類似事象の有無の調査 

⑤ 再発防止策の提言 
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第2 本調査の手法・範囲 

1.  本調査の構成 

本調査は、本件処理についての内容究明と証跡の確保及び本件処理が過年度の財務報告

に及ぼす影響額を検証するとともに、内部統制、業務プロセス、ガバナンス体制、さらに

は企業風土も含めたあらゆる側面から調査、検証を行い、本件処理の発生の背景と原因を

究明し、再発防止策を検討し、その結果を社会に対し公表することを主眼としている。な

お、本調査は以下のように構成される。 

・ HTE における調査 

・ HKK の関与の有無の調査 

・ 他の子会社等における類似事象の有無の調査 

 

2.  HTE における調査 

HTE における調査は、次の手続を実施した。なお、調査対象期間は、関係者に対するイ

ンタビュー及び HTE の売上高の推移等の資料の分析を踏まえて、本件処理が実行されてい

た期間につき一定の蓋然性が認められた 2005 年 4 月 1 日から 2010 年 8 月 31 日とした（後

記第 3、1.(1)(b)(i)記載のとおり、HTE において、それ以前にも売上過大計上があることが判

明したが、A 氏の HTE 社長就任前であること、金額的に重要性がないこと、既に 2005 年 3

月期及び 2006 年 3 月期に取消処理されていることから、本調査委員会としては独自の調査

対象とはしていない。）。なお、PC 等の解析は調査対象者のデータを取得・保全・復元した

時点でのすべてのデータを対象としており、調査対象期間中に限られないものである。 

(a) 事前調査による概要の把握及び HKK 社内調査結果の活用 

(b) インタビュー 

(c) PC 等の解析 

(d) 協力者等に対するバックグラウンド調査と取引関係の把握 

(e) 過年度財務報告への影響額の検証 

 

「(a) 事前調査による概要の把握及び HKK 社内調査結果の活用」では、本件処理発覚後

（2010 年 9 月 13 日）、前記第 1、1.に記載の経理財務本部及び国際営業本部関係者による 2

回の社内調査により得られた情報のヒアリングにより本件処理の概要を把握し、本件処理

の外部関与者 6 社（B 社、C 社、D 社、E 社 、F 社、G 社）を特定した。当該 6 社以外に取

引先における本件処理と同様の処理の有無を検討するために、前記記載の調査対象期間の

各期末売掛金残高 100 千ユーロを超える売上先の売掛金データの取引内容を分析した。ま

た、事前調査で得られた本件処理の HTE 財務報告へ与える影響について検討した。以降、

HKK 社内調査結果を適宜活用して調査を実施した。 

 

「(b) インタビュー」は、本件処理の主体的関与者及びその他の関係者（10 名計 8 回）
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を特定し対象とした。インタビュアーの独立性・透明性を担保するために、外部関与者 H

氏に対するインタビューを除き調査委員会補助者のみで構成されるチームにより対面にて

インタビューを実施した。なお、H 氏に対しては HTE 現社長が同行している。 

 

「(c) PC 等の解析」については、A 氏が業務上使用していた会社貸与 PC 及び外付けハ

ードディスクドライブに残存するデータを取得し、取得したデータのうち復元が可能であ

ると認められる場合には、削除データの復元後、内容の閲覧及び調査を実施した。また電

子メールサーバに残存するデータに対してキーワード検索を実施し、特定のキーワードが

含まれる電子メールの有無及び電子メールの内容の閲覧及び調査を実施した。 

 

「(d) 協力者等に対するバックグラウンド調査と取引関係の把握」は、本件処理の手口

において H 氏の支配企業である G 社を利用した通常取引の偽装が行われていることから、

公開情報及び個人情報データベースより本件処理の外部関与者のバックグラウンド情報を

入手し、ドイツ、ロシア、ウクライナ各国において外部関与者が実質的に支配している企

業を特定した。また外部関与者及び外部関与者が実質的に支配している企業と HKK グルー

プとの間の取引関係の有無を把握及び分析した。 

 

「(e) 過年度財務報告への影響額の検証」は、本件処理の手口において外部関与者 5 社

（B 社、C 社、D 社、E 社及び F 社）については、売上計上後、翌期以降に当該取引の取消

処理が行われていることから、売上明細データより全ての売上取消処理を抽出し、売上取

消処理の対象となる売上計上取引を製品名、販売数量及び単価から特定した。また、特定

した売上計上取引と売上取消処理の金額が一致し、かつ、資金の移動を伴わない取引を架

空取引として把握した。なお、F 社及び G 社については、関係者に対するヒアリング及び

検証手続の結果、取引の妥当性が認められる一部の取引を除き全ての売上取引及び仕入取

引を架空取引とみなしている。これらの架空取引について把握を行うとともに、HKK が実

施した棚卸資産の再評価の方法及び再評価の影響額について、HKK、HTE 及びドイツにお

ける会計監査人にヒアリングを行い、過年度財務報告への影響額の検証を行い、その妥当

性を検討した。 

 

3.  HKK の関与の有無の調査 

HKK の関与の有無の調査は、次の手続を実施した。なお、調査対象期間は、PC 等の解析

を除き、HTE における調査と同様に 2005 年 4 月 1 日から 2010 年 8 月 31 日とした。 

なお、PC 等の解析は調査対象者のデータを取得・保全・復元した時点でのすべてのデー

タを対象としており、調査対象期間中に限られないものである。 

 

(a) HTE 管理担当部署の把握 
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(b) インタビュー 

(c) PC 等の解析 

(d) HTE に対する不正支出の有無の検証 

 

「(a) HTE 管理担当部署の把握」では、まず、関係者に対するヒアリング及び管理資料

の閲覧により HKK の海外子会社の管理体制と業務内容等の基本的事項を把握した。その結

果、海外子会社の統括部署として HKK 国際営業本部（欧州統轄本部を含む）が特定された。

さらに HKK の取締役会の議事録及び経営会議資料等を閲覧し HKK における HTE の管理に

係る意思決定の状況、経営管理手法を把握・分析するととともに内部統制関係資料の閲覧

及び関係者に対するヒアリングにより HKK の HTE 管理の内部統制の状況を把握・分析し

た。 

 

「(b) インタビュー」は、調査対象期間中 HTE の社長であった A 氏に対するインタビュ

ーの他に、HKK の経営陣、HKK 国際営業本部において調査対象期間中に HTE と業務上の

関わりが深かった者、経理財務本部関係者及び常勤監査役を特定し対象とした（28 名計 31

回。）。インタビューは、インタビュアーの独立性・透明性を担保するために、調査委員会

又は調査委員会補助者のみで構成されるチームにより、対面又は電話にてインタビューを

実施した。 

 

「(c)  PC 等の解析」は、HKK の経営陣及び HKK 国際営業本部において調査対象期間中

に HTE と業務上の関わりが深かった者 21 名を特定し、業務上使用していた会社貸与 PC 及

びメールサーバ・ファイルサーバに残存するデータを取得し、取得したデータのうち復元

が可能であると認められる場合には、削除データの復元後、内容の閲覧及び調査を実施し

た。時間的な制約があるため、特に HTE 関係者とのコミュニケーションを重点的に把握す

るとともに、キーワード検索により抽出したデータの内容の調査を実施した。 

 

「(d) HTE に対する不正支出の有無の検証」は、HKK 関係部署に対するヒアリングによ

り把握した HKK と HTE 間の取引及び当該取引以外に本件処理への関与を示唆する非通例

的な取引の有無を把握・分析した。具体的には、調査対象期間における HKK と HTE との

資金取引、営業取引、その他の収支取引データを把握し、必要に応じて取引に関する意思

決定資料の閲覧及び関係者に対するヒアリングを行い、HKK と HTE との間の非通例的な取

引の有無を把握・分析した。 

 

4.  他の子会社における類似事象の有無の調査 

他の子会社における類似事象の有無の調査は、次の手続を実施した。調査対象期間は、

PC等の解析及びアンケート調査を除き 2005年 4月 1日から 2010年 8月 31日である。なお、
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PC 等の解析は調査対象者のデータを取得・保全・復元した時点でのすべてのデータを対象

としており、調査対象期間中に限られないものである。アンケート調査の調査対象期間は、

2005 年 3 月期から予算達成の指示が厳しくなったとのヒアリング結果を考慮し、2004 年 4

月 1 日から 2010 年 8 月 31 日を調査対象期間とした。 

(a) 過去に生じた不正・不祥事及び財務報告の誤謬の把握と是正措置の検討状況 

(b) インタビュー 

(c) PC 等の解析 

(d) 類似事象の発生可能性が高い会社の追跡調査 

(e) 子会社等に対する HKK 確認調査の検討 

 

「(a) 過去に生じた不正・不祥事及び財務報告の誤謬の把握と是正措置の検討状況」に

ついては、HKK 及び HKK 子会社において 2004 年 4 月 1 日以降発覚した不正・不祥事一覧

を入手閲覧し、類似事象の有無と発生要因及び当該類似事象に対する是正措置の内容、実

施状況を把握・分析した。また、HKK グループにおける子会社及び支店の責任者及び経理

責任者 27 社 70 名を対象に、記名式アンケート調査により 2004 年 4 月 1 日以降自社で発生

している類似事象の有無、自社以外の子会社又は支店の類似事象の発生の有無を把握・分

析した。 

 

「(b) インタビュー」及び「(c)  PC 等の解析」は、前記 3.(b)記載の対象者に類似事象の

有無と発生要因及び当該類似事象に対する是正措置の内容、実施状況を把握・分析した。

インタビューは、インタビュアーの独立性・透明性を担保するために、調査委員会又は調

査委員会補助者のみで構成されるチームにより、対面又は電話にてインタビューを実施し

た。 

 

「(d) 類似事象の発生可能性が高い会社の追跡調査」は、HTE の本件処理発生時の財務

的兆候やガバナンス体制等に着目し、海外子会社のうち HTE と類似事象の発生可能性が高

いと認められる会社を選定し、当該子会社の過年度財務諸表について財務分析を実施し、

異常な増減がある項目についてその増減理由をヒアリングし、必要に応じて HKK に対して

現地調査を依頼した。なお、選定基準は、以下の条件を全て満たすこととした。 

・本社出向の経理責任者が駐在していない／国内企業の場合は会計監査人設置会社でない  

・直近 3 カ年 HKK による業務監査未実施  

・過去不正・不祥事が発生している 

・HKK の内部統制評価上の重要拠点とされていない 

なお、「内部統制評価上の重要拠点」とは、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関

する実施基準」における重要な事業拠点と同義である。 
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「(e) 子会社等に対する HKK 確認調査の検討」は、HKK 子会社及び支店における財務内

容の異常性の有無を網羅的に検証することを目的にHKKが実施している確認調査の実施手

続の妥当性を検討するとともに、当該調査結果を閲覧・検討した。 

 

5.  限定事項 

本調査は、2010 年 10 月 25 日にて終了している。よって、同日以降発覚した事象に関し

ては、本報告書に反映されていない可能性がある。また、本調査は、本報告書に記載され

ている作業範囲において、前記第 1、3.に記載の目的のために必要かつ可能な手続を実施し

たものであり、したがって、本件処理による HKK の過年度財務諸表への影響額について意

見を表明するものではないことに留意されたい。  
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第3 本調査の結果判明した事実 

1.  本件取引及び本件会計処理 

(1) 本件処理の手口 

(a) 基本的な構図 

本調査の結果、本件処理の基本的な構図は次の 2 つのパターンが存在する。 

・ 架空売上の計上及び取消処理 

・ 架空売上の計上及び架空仕入の計上 

 

「架空売上の計上及び取消処理」は、HTE が外部関与者と通謀することにより、偽造し

た証憑を作成し架空売上を計上して翌期以降に取消処理をする一連の処理である。これは、

外部関与者との製品受渡し及び資金取引を伴わない会計帳簿上の操作であり、翌期以降に

当初計上された架空売上取引と同一の製品、数量及び単価で取消処理が行われている。外

部関与者は、B 社、C 社、D 社、E 社、F 社の 5 社であり、2005 年 8 月に開始され 2009 年 2

月まで実行されていた（図表 A）。 

 

 図表 A 

 

 

 

「架空売上の計上及び架空仕入の計上」は、HTE が外部関与者と通謀することにより偽

造した証憑を作成し隠し倉庫への製品搬出を行うことで、通常の売上取引を装い、その後、

外部関与者が実質的に支配している他の企業の証憑を HTE が偽造し、隠し倉庫からの製品

搬入により通常仕入取引を装う一連の処理である。これは、HTE の在庫を移動させるのみ

で、資金取引も伴わずに行われた会計帳簿上の操作であり、また、HTE は G 社に対する架

空売上債権を隠蔽するために、G 社の架空売上債権と F 社又は G 社に対する架空仕入債務

とを相殺消去する会計処理も行っていた。外部関与者は、G 社及び F 社であり、2007 年 3

月期より開始し本件処理の発覚まで反復、継続して実行されていた（図表 B）。 

n 期

本件処理外部関与者

HTE

n+1期以降

④在庫・資金の動き 
製品入庫なし

代金返金なし

本件処理外部関与者

HTE

①会計帳簿 
売上計上 
出庫処理 

② 在庫 ・ 資金の動き

製品出荷なし 
代金入金なし 

③会計帳簿

売上取消

入庫処理
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図表 B 

 

 

(b) 本件処理の具体的な手法 

本調査で判明した本件処理の具体的な手法は以下の通りである。 

・ 本件処理に関与した取引先（外部関与者）への協力要請 

・ 社内の地位の利用 

・ 証憑の偽造・改竄等による架空売上・仕入等の計上 

・ HKK への虚偽の報告 

・ 会計監査人への対応 

 

(i) 本件処理に関与した取引先（外部関与者）への協力要請 

「架空売上の計上及び取消処理」の外部関与者 5 社は、主に HTE と通常の取引関係のあ

った取引先である。本件処理は 2005 年 8 月の B 社との取引より開始している。なお、本調

査の過程で、2004 年 3 月の B 社に対する売上の過大計上（390 千ユーロ）が判明している

が、A 氏の HTE 社長就任前に発生していること、金額的に重要性がないこと、2005 年 3 月

期及び 2006 年 3 月期に当該売上が取消処理されていることを考慮し、本件処理の構成要素

として取り扱っていない。 

A 氏は、HTE の業績を黒字化するために架空取引の実行を計画し、正確な時期は不明で

あるとしているものの、B 社は元営業課長（2004 年 3 月当時）I 氏の紹介を通じて本件処理

の協力を要請したとのことである（C 社については記憶が定かではないと供述している。）。

さらに、2007 年 2 月頃には、A 氏が以前より懇意にしていた D 社と E 社に対して本件処理

の協力を要請したとのことである。要請内容は、架空計上された売上取引について将来的

外部倉庫 

G 社
(取引先 コード：14018)

HTE

① 売上 の偽装

（在庫の簿外処理）

F 社

※G 社の取引先コードは 2つ存在し、通常取引と本件処理とを使い分けていた。2008

年 12 月 10日以前は G 社からの仕入取引として処理されている。

※実線は実際の取引、点線は会計帳簿上の処理を示している。

③仕入の偽装

（在庫の計上）

②架空売上計上 ④架空仕入計上

（ 2008年12月11日以降）

④架空仕入計上

（ 2008年12月10日以前）
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に売上取消を行う、というものであり、A 氏が E 社宛てに差入れた 2008 年 3 月 7 日付の念

書が存在する。経理部長 J 氏及び関係者に対するインタビューによれば、A 氏は他の外部関

与者数社に対しても念書を差し入れていたものの、要請内容の詳細は不明とのことである。 

「架空売上の計上及び架空仕入の計上」は、A 氏に対するインタビューによれば、H 氏が

実質的に支配していた F 社及び G 社に対して本件処理の協力を要請したとのことである。

それに関連して、A 氏は、架空売上により G 社が債務を負わない旨の念書を、2007 年 3 月

14 日、2008 年 3 月 7 日、2009 年 3 月 9 日の各日付に H 氏に宛てて差入れている。 

 

(ii) 社内の地位の利用 

 本件処理の主体的関与者である A 氏は HTE 社長（当時）の地位にあり、HKK 役職員 2

名が HTE の非常勤取締役に就任していたものの取締役会は実質的に機能しておらず、HKK

から出向・常駐している経理責任者もいなかったことから、営業業務から経理財務業務、

在庫管理や人事に至る広範囲の業務について独断で決定できる立場にあった。HTE 関係者

に対するインタビューによれば、A 氏は、このような社内の地位を利用して自ら本件処理の

取引内容の決定、簿外在庫の管理を実行するとともに、経理部長、営業担当者、資材担当

者、社長秘書等に対して本件処理の実行を指示していた。本件処理の指示に疑問を感じ質

問をした際に、A 氏は、指示に従わない場合には解雇を示唆し本件処理の実行に協力させた

とのことである。 

 

(iii) 証憑の偽造・改竄等による架空売上・仕入等の計上 

「架空売上及びその取消処理」については、A 氏に対するインタビューによれば、A 氏が

期末近くに年度予算目標額を達成するように本件処理金額を決定し、A 氏もしくは経理部長

J 氏が、HTE の ERP システムへの出荷入力操作及び架空売上計上処理（図表 A①）を行い、

その翌期以降にHTEのERPシステムへのクレジット入力操作を行い架空売上及び架空売上

債権の取消処理を行っていたとのことである（図表 A③）。実際には本件処理外部関与者に

製品は出荷されておらず、未出荷在庫の存在を隠蔽していた可能性があるものの、その手

口は不明である（図表 A②、④）。本件処理については、外部関与者との資金取引は行わず

（図表 A②、④）、HTE の会計帳簿上で処理されている。J 氏に対するインタビューによれ

ば、2007 年 3 月期は B 社及び F 社、2008 年 3 月期は D 社、F 社及び G 社に対して会計監査

人より残高確認が発送されていたものの、会計監査人からの指摘事項はなかったとのこと

である。 

「架空売上取引と架空売上債権隠蔽のための架空仕入取引」については、2007 年 3 月期

より開始されている。架空売上取引については、A 氏に対するインタビューによれば、A 氏

がHKKから求められる売上目標額達成に必要な架空売上金額及び計上時期を決定したリス

トに基づき、A 氏又は J 氏の指示により、営業チームリーダーK 氏が HTE の ERP システム

への出荷入力操作を行い、請求書及び出荷伝票を出力していたとのことである（図表 B①）。
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また、出力された請求書は、J 氏がその内容を確認した後に破棄していたとのことである。

資材管理部長 L 氏に対するインタビューによれば、実際の製品の出荷は出荷伝票の宛先 G

社ではなく、隠し倉庫として利用していた外部倉庫に出荷されていたとのことであり（図

表 B②）、運送業者は G 社宛ての出荷伝票に日付及び署名していたとのことである。 

架空仕入取引については、A 氏に対するインタビューによれば、A 氏が外部倉庫にある簿

外在庫の製品名及び数量をエクセルシートにて管理しており、架空仕入実行の時期及びそ

の製品の決定に際しては、通常取引におけるバックオーダーの製品を社長秘書 N 氏に確認

し、当該製品も架空仕入の発注品目に含めた上で外部倉庫から HTE の倉庫に製品を搬送し

（図表 B③）、通常の仕入取引を偽装していたとのことである。架空仕入実行は、N 氏が F

社又は G 社発行の請求書を作成し、当該書類に基づいて J 氏が仕入計上を行い（図表 B④）

最終的に L 氏に回付していたとのことである。架空仕入計上と同時に計上された仕入債務

は、J 氏が G 社の架空売上債権と相殺仕訳入力を行っていたとのことである。 

 

(iv) HKK への虚偽の報告 

HTE から HKK に対する月次や四半期末のレポーティングパッケージ（詳細な報告経路は

後記第 4、2.(3)(b)(vii)参照）では、月次や四半期ごとの売上予算を達成するように売上高を

水増しし虚偽の実績を報告していた。レポーティングパッケージと HTE の ERP システムと

の売上数値等の差異は、決算期末に解消するように、決算期末近くにまとめて本件処理を

実行していた。その他にも HKK が承認した借入枠を超過した銀行借入金、HTE の人員数を

過少に報告する等、HKK に対して虚偽の報告を行っていた。また、本件処理の発覚を免れ

るために、本件処理による売上債権回転期間の増加理由について、受注獲得のために長期

のユーザンスを設定したことが理由である等の虚偽の説明を行っていた。 

 

(v) 会計監査人への対応 

 HTE 関係者に対するインタビューによると、HTE からドイツにおける会計監査人に対し

ては、本件処理が含まれた虚偽の財務情報のみを提供していたこと等から、結果として、A

氏らによる本件処理は数年間に亘り会計監査人にも発覚しなかった。 

 

(c) 関与者の役割 

本件処理における関与者の役割については、A 氏は、本件処理のスキームの考案、関与取

引先への本件処理協力の要請、取引時期及び金額の決定、実行の指示を行っており、本件

処理に主体的に関与していたことが判明している。経理部長 J 氏は A 氏の指示により本件

処理の実行していたものの、本件処理の内容の決定、会計データの作成、架空証憑の作成

及び廃棄等の役割を担当していた。2008 年 3 月期頃より、K 氏、L 氏、N 氏も本件処理に

関与するようになり、A 氏又は J 氏の指示に従い各担当業務の範囲において本件処理の実行

の一部に関与していた。 
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(d) 関与者の供述 

(i) A 氏 

・ A 氏は、当初、HTE 営業課長（2004 年 3 月当時）I 氏（2007 年 6 月退職）が担当して

いた B 社との間で 2004 年 3 月に行われた売上の過大計上（390 千ユーロ）については、

本件処理の発覚後に初めて知ったと供述している。 

・ A氏は、HTE社長に就任した2004年8月以降に行われたB社との売上取引については、

当初、本件処理の発覚後初めて知ったと供述していたが、後に 2006 年 3 月に行われた

本件処理については承知していたと供述している。 

・ A 氏は本件処理の存在及びその手口を認めている。ただし、2007 年 3 月期の C 社に対

する架空売上については記憶が定かでないと供述している。 

・ A 氏は、本件処理により私的な金銭的利得を取得していない旨、また本件処理に加担し

た外部関与者に対しても何らの金銭的利得を与えていない旨を述べている。 

・ HKK 欧州統轄本部長（当時）からの営業成績に対する過大なプレッシャーの存在が本

件処理を実行した動機である旨を述べている。 

・ A 氏は、HKK は本件処理に関与していない旨、本件処理については HKK からの指示

を受けたことはない旨、HKK が本件処理の存在を容認していた事実はない旨を述べて

いる。 

 

(ii) 経理部長 J 氏 

・ 経理部長 J 氏は、A 氏の指示に従い、本件処理に加担したことを認めている。 

・ 経理部長 J 氏は、本件処理により私的な金銭的利得を取得していない旨を述べている。 

 

(iii) 営業部長 M 氏 

・ 営業部長 M 氏は、本件処理への積極的な関与を否定しているが、本件処理の存在を認

識していたことは認めている。 

 

(2) 過年度の財務報告に与える影響 

(a) 信頼性ある過年度財務諸表の作成可能性の検討 

調査対象期間に計上された HTE 全売上から、本件処理に関わる全ての取引を検出するた

めの手続を検討し、併せて、過年度財務諸表への架空売上による売上関連科目への影響、

架空仕入による仕入関連科目への影響を検討した結果、本件処理に関連する影響額を全て

取り除くことによって、修正可能であると判断した。 

 

(i) 本件処理に関与した外部関与者の特定方法の検討 

HKK の社内調査では、HTE 関係者に対するインタビュー及びインタビューの供述を裏付
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ける念書等の文書により、本件処理に関与した外部関与者 6 社を特定している。当該 6 社

以外の取引先において本件処理と類似の取引及び処理の有無を検討するために、調査対象

期間の各期末に売掛金残高を計上している全売上先のうち期末売掛金残高 100 千ユーロ超

の売上先 9 社に対して、売掛金データ上の取引内容（売上計上、返品・売上取消、入金消

込）を分析した。その結果、特定した 6 社以外には本件処理が疑われる取引先は発見され

なかった。 

 

(ii) 本件処理外部関与者 6 社における不適切な取引の特定 

HKK の社内調査で特定された本件処理の外部関与者 6 社における不適切な取引のリスト

を入手した。外部関与者のうち C 社及び D 社を除く 4 社の正規売上取引として除外した取

引について、サンプルベースで取引を抽出し注文書及び実際の入金の有無を確認した結果、

本件処理が疑われる取引は発見されなかった。また、入手したリストに記載された全ての

取引について J 氏より請求書及びクレジットノートのコピーを入手した。さらに社内調査及

び関係者のインタビューより把握した本件処理の手口に基づき G 社を除く外部関与者 5 社

に対して発行された全てのクレジットノートから売上先名、製品名、数量、単価が全て一

致する売上取引及びその売上取消処理を特定し当該取引が入手したリストに含まれている

か否かを検討した。その結果全てのクレジットノートが架空売上の取消処理に使用された

ものであり、入金処理により消し込まれたものではなかった。G 社の架空売上については、

正規取引と架空取引とそれぞれ別の取引先口座を使用していたとのインタビュー証言及び

正規取引に対するサンプルベースでの証憑突合の結果より、架空取引用の取引先口座に計

上された全ての取引が入手したリストに含まれていることを確認した。また、F 社からの全

ての仕入取引を架空取引としている点については、社内調査、関係者に対するインタビュ

ー並びに経済的合理性及び原始証憑の検討により妥当性があると判断した。 

 

(iii) 本件処理による関連科目への影響の検討 

前記(i)及び(ii)の手続により検討された、不適切な取引のリストに基づいて、HTE 及び

HKK が売掛金、買掛金、VAT 等の関連科目への影響額を算定していることを確認した。ま

た、棚卸資産については、HTE 及び HKK が実施した HTE の 2010 年 9 月 22 日現在の簿外

在庫を含めた実地棚卸結果に基づき 2010 年 8 月末日及び調査対象期間各期末日現在の棚卸

資産実際有高及び滞留在庫に係る棚卸資産評価引当金の再計算方法とその結果の妥当性に

ついて HKK、HTE、ドイツにおける会計監査人と協議、検討した結果、妥当と判断した。 

 

(b) 修正財務諸表の概要 

(i) 修正財務諸表の留意事項 

HTE 及び HKK によれば、修正前及び修正後の要約損益計算書及び要約貸借対照表は以下

の通りである。このうち、修正財務諸表については、修正手続及びその結果については本
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要約損益計算書 (単位：千ユーロ)

調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後

売上高 16,692  12,868  21,361  17,823  31,208  21,939  40,510  21,082  54,903  26,659  23,033  13,265  

営業利益（損失） 101       (1,858)   364       (1,122)   693       (4,524)   1,019    (5,892)   746       (8,553)   309       (3,605)   

当期純利益(損失) (80)        (2,039)   16         (1,496)   75         (5,151)   60         (6,911)   172       (9,127)   56         (3,858)   

営業利益率 0.6%    (14.4)% 1.7%    (6.3)%   2.2%    (20.6)% 2.5%    (27.9)% 1.4%    (32.1)% 1.3%    (27.2)% 
当期純利益率 (0.5)%   (15.8)% 0.1%    (8.4)%   0.2%    (23.5)% 0.1%    (32.8)% 0.3%    (34.2)% 0.2%    (29.1)% 

06/3 07/3 08/3 09/3 10/3 10/8
5ヵ月

要約貸借対照表 (単位：千ユーロ)

調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後

流動資産 12,855  10,896  17,155  13,987  28,377  20,250  43,038  30,158  66,902  48,203  76,826  54,916  
固定資産 945       945       1,034    1,034    1,221    1,221    1,466    1,466    2,118    2,118    2,545    2,545    
資産合計 13,800  11,841  18,189  15,021  29,598  21,471  44,504  31,624  69,021  50,322  79,371  57,461  

流動負債 10,499  10,499  14,872  15,175  24,206  24,775  39,051  41,838  63,396  69,664  73,691  80,661  

純資産 3,301    1,342    3,317    (154)      5,392    (3,305)   5,453    (10,215) 5,625    (19,341) 5,680    (23,200) 
負債純資産計 13,800  11,841  18,189  15,021  29,598  21,471  44,504  31,624  69,021  50,322  79,371  57,461  

06/3 07/3 08/3 09/3 10/3 10/8
直近月

影響額 (単位：千ユーロ)

単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計

売上高 (3,824)   (3,824)   (3,538)   (7,362)   (9,269)   (16,631) (19,428) (36,059) (28,244) (64,303) (9,768)   (74,071) 
営業利益（損失） (1,959)   (1,959)   (1,486)   (3,445)   (5,217)   (8,662)   (6,911)   (15,574) (9,299)   (24,872) (3,914)   (28,786) 
純資産 (1,959)   (1,959)   (1,512)   (3,471)   (5,225)   (8,697)   (6,971)   (15,668) (9,299)   (24,966) (3,914)   (28,880) 

06/3 07/3 08/3 09/3 10/3 10/8
直近月

調査においてその妥当性を検討している。過年度の修正財務諸表についての HTE の会計監

査人の再監査は未了である点に留意されたい。 

 

(ii) 過年度財務諸表に与える影響 

 

本件処理による HTE の過年度財務諸表に与える影響額は、2006 年 3 月期から 2010 年 8

月末にかけて売上高累計 74,071 千ユーロ、営業利益累計 28,786 千ユーロが過大計上となっ

ており、純資産に与える累積的影響額は 28,880 千ユーロとなっている。 

なお、本件処理が HKK の過年度連結財務諸表に与える影響額については、HTE の製品仕

入等にかかる未実現利益や連結間の取引及び債権債務の消去、HTE 財務諸表の作成基準を

親会社と統一するための会計処理等の修正、外貨財務諸表（ユーロ）の円換算などが必要

である。これらについては、本調査の対象としていないことに留意されたい。 

修正前の経営成績については、売上高は 2006 年 3 月期に 16,692 千ユーロ、2010 年 3 月

期には 54,903 千ユーロと 3 倍超に急速に拡大している。営業損益は、2006 年 3 月期以降黒
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字を確保して、2010 年 3 月期には 746 千ユーロの営業黒字となっている。しかし、この収

益拡大及び業績改善の大部分は架空売上によるものであり、修正後の損益の状況をみると、

2006 年 3 月期以降営業損失はむしろ拡大傾向にあり、2010 年 3 月期には 8,553 千ユーロの

営業赤字となっている。 

修正前の財政状態は、総資産は 2006 年 3 月期に 13,800 千ユーロ、2010 年 8 月末に 79,371

千ユーロと 5 倍以上に拡大している。しかしこれは、架空売上の計上によって実在しない

売上債権が増加した影響である。修正後の貸借対照表をみると、実態としては 2007 年 3 月

期以降債務超過に陥っており、2010 年 8 月期には 23,200 千ユーロの債務超過にまで拡大し

ている。 

なお、HTE では、売上計上時に仮受計上した VAT と仕入計上時に仮払計上した VAT は、

支払時に相殺差額を毎月税務当局へ支払っていた。2010 年 8 月末現在で架空売上による仮

受 VAT は 13,948 千ユーロ、架空仕入による仮払 VAT は 6,875 千ユーロである。修正財務諸

表の作成においては、本件処理による VAT の影響額がすべて還付及び納付されることを前

提として、それぞれ資産及び負債として計上している。 

 

2.  関与者による私的な金銭的利得の有無 

(1) バックグラウンド調査 

本調査では、外部関与者（法人：B 社、C 社、D 社、E 社、F 社 個人：H 氏）に対して信

用実態調査を実施している。信用実態調査は、①外部関与者が反社会的勢力でないか、②

当該外部関与者に関連する同一資本の別法人等が存在しないか、③外部関与者に関連する

法人等が存在する場合には HTE、HKK、その他の HKK 子会社との取引関係が無いかを把

握することを目的としている。 

調査の結果、外部関与者が反社会的勢力であると結論付けられるような事実は発見され

なかった。また、外部関与者等との同一資本の別法人（全て H 氏関連）は 6 社判明したも

のの、HKK 事務局の回答によれば、HTE、HKK 及びその他の HKK 子会社とこれらの会社

との間で取引が行われたことはないとのことであった。 

 

(2) 関与者による私的な金銭的利得 

本調査により、本件処理を含め、関係者が私的な金銭的利得を得ていた疑いのある取引

が検出されているが、本調査の範囲では、関係者が、本件取引への関与の対価として評価

される程度の私的な金銭的利得を取得していたという明確な証拠は発見されなかった。 

なお、本件取引以外に発見された疑わしい取引については、既に会計処理されており本

調査の直接の目的ではなく、また、HKK において既に詳細を把握している事項であるので

省くこととする。 

 

3.  HKK の関与の有無 
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(1) HTE 管理担当部署の把握 

関係者に対するヒアリング及び管理資料の閲覧により把握したHKKグループにおける海

外子会社の管理体制の検討の結果、HTE における本件処理について HKK 本体役職員による

何らかの関与があったとすれば、海外子会社の統括部署である国際営業本部において何ら

かの関与の証跡があるはずであると判断した。そこで、国際営業本部の関係者を中心にイ

ンタビュー及び PC 等の解析を行うこととした。 

 

(2) 関係者に対するインタビュー 

A 氏は、本件処理に関して、国際営業本部の役職員か否かを問わず、HKK 本体の役職員

からの指示又は承認等の関与があったことを一貫して否定している。この供述は、本件処

理の発覚当初の HKK 社内調査及び事前調査の段階から、A 氏が 2010 年 10 月 4 日付で HKK

を懲戒解雇され、上長を擁護することで何らかの保護・見返りを期待することもできなく

なった以降も変遷しておらず、信用性が高いものと認められる。 

また、国際営業本部の関係者に対するインタビューでも、本件取引の指示をした旨、本

件取引の指示があったことを認識している旨、又は本件取引があったことを社内調査の前

に認識していた旨の供述は皆無であった。関係者に対するインタビューでは、HTE 以外の

欧州諸国の販売子会社の業績が低迷した時期にも HTE は業績を伸ばし、予算達成を続けて

いたことついて不自然との印象を抱いていた旨供述する者も若干名存在したが、それらの

者も、HTE では支払条件を大きく緩和するなどして無理に売上を伸ばしているのではない

かと推測していたのであって、本件処理のごとき会計上の不正が行われていたことは想定

外だった旨を供述している。 

 

(3) PC 等の解析の結果 

 国際営業本部の関係者のメール及び PC 内のファイルをレビューした結果、組織的に又は

個人的にでも、本件処理に関する指示を出したと思われる事項及び本件処理があったこと

を社内調査の前に認識していたと疑われる事項は検出されていない。また、本件発覚以前

の株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議資料及び監査役会議事録をレビューした結

果についても同様に、本件処理に関する事項が議論された形跡は検出されなかった。 

 

(4) HTE 及び HKK 間の取引の検証 

(a) HTE 及び HKK 間の取引の概要 

(i) HTE 及び HKK 間の資金取引 

 

経営会議資料によると、2005 年 3 月期以降 HTE は、親会社借入枠の増額及び銀行借入枠

の増額で計 8 回の申請を行っている。財務部に対するヒアリングによると、HTE に対する

貸付は財務諸表及び資金繰り表を入手し、A 氏より資金不足の主な理由は売掛金のユーザン



 

18 
 

スが長いためであるとの説明を受け、適切な資金需要があると判断し借入枠の増額及び貸

付を実行していたとのことである。しかし、売上が好調であるにも関わらず、継続的に資

金不足となっている点については、むしろ売上が好調な海外子会社であったため、回収可

能性に問題がないと判断し貸付を実行していたとのことである。  

A 氏は、本件処理の中で、HTE の外部借入枠の承認を超えて銀行借入を行い、月次のレ

ポーティングパッケージでは、借入枠超過分を簿外処理することで偽装していた。また、

本件処理の発覚を恐れ、期末には一時的に借入を返済することで帳簿額と借入額の間の不

整合を解消していた。  

また、かかる借入の実行以外に、HKK は 2007 年 6 月に HTE に対し 2,000 千ユーロの追

加出資を実行している。経営会議資料によると、この出資は HTE の累計損失の解消をする

ことによる財務体質の改善が目的であった。  

 

(ii) HTE 及び HKK 間の営業取引 

HTE 及び HKK 間の営業取引は、HKK から HTE への製品の販売に伴う売掛金の決済、欧

州統轄本部（当時）の費用に関する HTE 負担額や立替経費の請求に伴う未収入金の決済及

び HKK が研究開発目的のサンプル品を HTE から購入した場合の支払債務の決済などが主

な内容である。これらを含めた HKK 及び HTE 間の営業取引に関連する仕訳及び会計処理

を分析・検討したが、不明な資金移動の形跡は発見されなかった。  

 

(b) 意思決定プロセスの適切性 

経理財務本部財務部に対するヒアリングによると、海外子会社が親会社借入又は銀行借

入を行う場合には、原則として年 2 回（6 月、12 月）の借入審議の際に、財務諸表及び資

金繰り表を HKK 財務部に提出し、HKK 財務部が審議を行い、提出書類をもとに、貸付の

必要があるかを判断し、経営会議又は取締役会への議案を提出するとのことである。また、

「関連会社決裁基準（2003 年 7 月 31 日）」によると、財務部で審議を行った後に、親会社

からの借入枠を設定・変更する場合に経営会議及び取締役会の審議を得なければならず、

実際に借入を行う場合には前述の貸付枠の範囲内で稟議書による承認を得た後に経営会議

で報告しなければならない。海外子会社が銀行借入を行う場合には、HKK の債務保証を必

要とする場合には、経営会議及び取締役会での審議を得なければならず、HKK の保証を必

要としない場合には稟議書による承認を得た後に経営会議で報告しなければならない。し

かし、財務部に対するヒアリングによると、2001 年に貸付制度を設けたときから実際の借

入を行う場合には各社個別の稟議書起案は省略され、経営会議及び取締役において一括し

て審議及び承認しているとのことである。その際に、借入枠の増枠、銀行に対する新規借

入を予定している子会社に対しては資金計画表の作成を求め、当該資料を基に審議してい

たとのことである。 
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(c) 検証の結果     

これらの HTE と HKK との間の取引の検証からしても、HKK が組織的に本件処理を指示

ないし承認し、又は隠蔽しようとしていたと疑わせる事情は認められなかった。 

 

(5) 結論 

 前記第 1、1.記載のとおり、本件の発覚の端緒が（発見まで時間がかかったとはいえ）HKK

の内部統制の機能によるものであり、経営会議において社内調査を行うことが決定され、

取締役及び監査役が会計監査人や社外の専門家に速やかに相談し、調査体制を強化してき

たという経緯に鑑みれば、少なくとも HKK 役職員による組織的な関与があったとは想定し

難い。 

以上からすれば、HKK 役職員による本件処理への関与があったとは認められない。 

 

4.  他の子会社における類似事象の有無 

(1) 過去に生じた不正・不祥事及び財務報告の誤謬の把握と是正措置の検討状況 

HKK グループにおいて過去に生じた本件処理類似事象を網羅的に検討するために、HKK

からの開示資料に加えて、子会社及び支店の経営責任者及び経理責任者を対象にアンケー

ト調査を実施した。ただし、本件処理類似事象の発生可能性をふまえ販売子会社及び支店

を対象とし製造子会社は対象から除いている。HKK から開示を受けた不正・不祥事一覧で

判明した不正・不祥事及び財務報告の誤謬については、是正措置が講じられているものの、

本調査で実施したアンケート調査結果で判明した不正・不祥事及び財務報告の誤謬につい

ては、発覚後間もないことから本調査時点では是正措置が講じられていない。 

かかる調査の結果、子会社で（重要性は高くないものの）経営者の関与が疑われる数件

の架空売上（主に架空売上とその取消処理）とみられる事象が判明しているが、これらの

事象に対する是正措置は、主に売上計上の業務手順の改善、売上取消処理の承認手続の整

備に留まっており、経営者不正に対する予防・発見に対する総合的・抜本的な是正措置は

特に行っていない。 

このような状況から、現在においても子会社の内部統制の運用状況に対して十分なモニ

タリングが行われず、他の子会社に潜在的に類似事象が存在する可能性は否定できないと

考えたため、類似事象の発生可能性が一定程度あると推測される会社について、後記(2)記

載の追跡調査を実施した。 

 

(2) 類似事象の発生可能性が高い会社の追跡調査 

子会社の社長の地位を利用した権限の濫用及びHKKにおける経営監視機能が不十分であ

ったことも本件処理発生の主要因であるため、これらと共通の状況及び要因が存在し、本

件処理と類似事象が発生する可能性を検討した結果、以下の 4 つの条件の全てを満たす子

会社を抽出し追跡調査を行うことが合理的であると判断した。 
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・（海外子会社の場合）本社出向の経理責任者が駐在していない／（国内子会社の場合）

会計監査人設置会社でない  

・直近 3 カ年 HKK による業務監査未実施  

・過去不正・不祥事が発生している  

・HKK の内部統制評価上の重要拠点とされていない 

なお、「内部統制評価上の重要拠点」とは、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関

する実施基準」における重要な事業拠点と同義である。 

以上の条件全てを満たす子会社は 4 社あり、当該子会社に対して追跡調査を実施した。 

その結果、いずれの子会社においても、本件処理類似事象の発生の疑義のあるものは発

見されなかった。 

 

(3) 子会社等に対する HKK 確認調査の検討 

HKK は、HKK 単体を含めたグループ会社全体の個別財務諸表における異常性の有無を確

認する目的で、一定の基準に基づき対象会社を抽出の上、増減分析に基づく異常性の有無

を確認する調査を行っている。 

HKK 確認調査は、HKK グループ全ての子会社及び支店を対象としており、定量的側面の

みならず定性的側面も考慮して、31 件の会社を抽出し、9 件の検出事項が発見された。こ

れらの確認の結果、HKK 監査室長に対するヒアリングよると、検出事項 9 件のうち、8 件

は会社作成書類閲覧、アンケート等にてすでに把握していたが、1 件は HKK 確認調査で発

見したとのことである。当該 1 件が確認調査以前に発見できなかった理由は、誤謬であり

不正ではなかったためアンケート等には記載されなかったことによる（既に社内処分も済

んでいる。）。 

HKK 実施の上記手続を検討した結果、HKK 確認調査に重要な不備は発見されなかった。 
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第4 発生原因の分析 

1.  本件処理が生じた直接の原因の分析 

(1) 主体的関与者の動機 

A 氏は、本件処理を実行した動機はもっぱら営業成績に関するプレッシャーを免れるため

であったと供述している。すなわち、外部経営環境の悪化や M 氏が主導したマーケティン

グ戦略による営業投資の増大及び人員増加に対して売上は伸びず、予算達成が困難な状況

にあったところ、A 氏に対して、HKK 国際営業本部・欧州統轄本部（当時）から、赤字計

上は許されないとの強いプレッシャーがあり、マーケティング戦略が奏功し売上が伸びる

までの時間稼ぎとして本件処理を開始し、その後は本件会計処理により予算を達成したか

のように見えるため、さらに高い目標を設定されるという悪循環に陥ったとのことである。

また、国際営業本部の関係者に対するヒアリングによれば、HTE はグループ上重要拠点と

して考えられおり、また、HKK グループでは市場シェア拡大による売上獲得に対する厳し

いプレッシャーがあったとのことであり、グループ上重要な位置にある HTE の A 氏にはよ

り厳しいプレッシャーが存在していた（あるいは A 氏自身はそう感じていた）可能性は否

定できない。 

一方で、複数の国際営業本部の関係者に対するインタビュー結果によれば、HTE は、歴

史は長いもののシェアも低く業績も不振な時代が続いており、A 氏も（本件処理で見せかけ

の業績を伸ばす前に）さほど期待されていたとは思えない、HTE について（見かけ上業績

を上げていたこともあり）、他の海外販売子会社に比して厳しいプレッシャーがあったとは

思えないとの意見もあり、業績を上げて有能な社長との評価を受けたい、HTE の社長であ

り続けたいというA氏個人の願望がプレッシャーを強く感じさせたという可能性が伺える。 

なお、前記第 3、2.(2)に記載のとおり、A 氏が私的な金銭的利得を取得していたという明

確な証拠も発見されておらず、本調査委員会としては、A 氏が本件処理を実行した動機につ

いて、確定的な結論を出すことはできない。 

 

(2) 主体的関与者の地位 

内部統制推進室に対するヒアリングによれば、HTE には監査役がおらず、また、HKK 取

締役等 2 名が非常勤取締役を兼務しているものの、実質的な取締役会が開催されていない

とのことである。この点、HKK の内部監査については、HKK の「監査室運営方針（2010

年 8 月改訂）」において内部監査の頻度は現在 3 年に 1 度実施することが明示されているも

のの、内部統制推進室に対するヒアリングによれば、同方針の改訂前はおおよそ 3 年から 5

年に 1 度の間隔で各海外子会社を監査していたとのことである。HTE に対する内部監査は

2005 年 8 月に実施して以来、約 5 年間実施していないとのことである（2010 年下期実施予

定であった。）。 

このように A 氏の職務執行に対する牽制が有効に機能していなかったため、その地位を

利用して、本件処理を実行することができたと考えられる。 
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(3) 主体的関与者の資質 

本調査において、A 氏が社長に就任後に当時の HTE 営業課長 I 氏（2007 年 6 月退職）が

関与していたと思われる売上の過大計上については、A 氏のインタビューによると、当初本

件処理の発覚後に初めて知ったと供述していたが、その後、2006 年 3 月に行われた本件処

理については承知していたと供述している。また、本件処理について経理部長 J 氏が自身の

責任を回避するために、A 氏に対して本件処理は A 氏の指示であり自身に責任はない旨の

念書にサインを求め、A 氏はサインしたとのことである。A 氏は、社長であったことから本

件処理以前に不適切な処理が行われていたことを知っていた蓋然性が高いと考えられるも

のの、この不適切な処理に対して厳しい是正処置を講じることなく、その後 A 氏自身が本

件処理に主体的に関与していることから、A 氏は社長としての資質を満たしていなかったと

言える。ただし、このような A 氏が HTE に社長として派遣された理由は、同氏がドイツか

らの帰国子女であり、ドイツ語が堪能であり、この意味で同氏以外に適任者が見出せない

という HKK の人的資源上の制約によるものと思われる。 

 

2.  HKK における子会社管理の課題の検討 

(1) 概要 

本件処理は、HKK における子会社管理の在り方に様々な課題があることも、原因の一部

となっている。そこで、本件処理と類似事象及び本件処理以外の不適切な取引や会計処理

が HKK グループにおいて二度と発生しないために HKK における子会社管理を含む内部統

制上の課題を以下のように整理する。 

・本件処理が生じた組織上の動機 

・本件処理が生じた機会 

・本件処理が生じた会社の風土（正当化） 

 

(2) 本件処理が生じた組織上の動機 

(a) 経営環境 

世界的に安定した景気を背景とした設備投資や住宅投資の増加により、2006 年 3 月期の

HKK グループの業績は売上高 1,420 億円、当期利益 115 億円であった。その後世界的な金

融投資拡大による好景気を背景に売上高、利益ともに拡大したが、2009 年 3 月期下期以降

リーマンショックに端を発する世界規模での景気悪化の影響を受け、業績が大きく下落す

る厳しい経営環境であったと考えられる。そのような状況下であっても、強気な業績予想

を公表し、外部公表数値は見込み数値に基づき修正しているものの、社内的には予算の修

正を行わず期初予算の達成を重要な目標としているのが現状であった。 

加えて、市場シェア拡大をもたらす売上獲得を重視する経営姿勢のもとで、厳しい売上

等の目標達成の指示が国際営業本部から各海外子会社に対してなされ、特に、電子メール
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の閲覧及び調査の結果からすると、当該指示の多くは国際営業本部長・欧州統轄本部長（当

時）から直接各社の社長に対してなされていた。このような強気な予算の達成と市場シェ

ア拡大をもたらす売上獲得のプレッシャーが存在したことが海外子会社の代表者の心理的

プレッシャーになり、本件処理のような不正を実行させる背景となりうると考えられる。 

国際営業本部関係者に対するヒアリングによると、海外子会社の予算は各海外子会社に

て前年実績及び市場や経済状況を勘案して自主的に策定したものを基礎として、国際営業

本部で取り纏めており、海外子会社が過度に保守的な予算を作成している場合、あるいは

取りまとめた結果全社合計の予算との乖離がある場合には予算を修正する場合があるとの

ことである。 

  

(b) 業績評価制度 

国際営業本部の関係者によると、HKK グループにおいて予算目標達成による大幅な報酬

のアップ等のインセンティブや、業績の不振を理由として子会社の社長が直ちに解任され

るといった人事制度自体はないとのことである。ただし、予実分析の結果、業績が好調で

ない場合に、それのみで責任を問われることはないものの、責任を問われ海外子会社社長

が異動させられると見受けられるケースも過去に存在したとのことである。 

 

(3) 本件処理が生じた機会 

 HKK による HTE 及びその他の子会社の管理状況は、概ね以下のとおりであった。 

 

(a) HTE の位置付けと権限 

(i) HTE の位置付け 

2010 年 3 月期海外売上高の推移 

海外売上高 2007 年 3 月期 2008 年 3 月期 2009 年 3 月期 2010 年 3 月期 

アジア（百万円） 8,281 12,204 10,995 8,269 

欧州（百万円） 46,544 66,747 55,888 44,387 

米州（百万円） 46,210 39,187 27,110 23,068 

その他（百万円） 5,690 7,932 6,924 6,637 

 海外売上高 計（百万円） 106,726 126,072 100,919 82,363 

連結売上高（百万円） 153,013 174,756 142,013 119,166 

連結売上高に占める海外売上高の割合（%） 69.7 72.1 71.1 69.1 

出典：有価証券報告書 

 

HKK グループは、約 7 割を海外売上高に依存しており、特にドイツ、フランス、オラン

ダ、英国、ロシアを含む欧州地域は、海外売上高の過半を占め HKK グループの戦略上重要

な拠点である。欧州地域は、リーマンショックの影響を受け売上高、営業利益が減少する
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なか、HTE はこの状況に反して好調を維持している状況にあった。海外子会社の管理は、

現在 HKK 国際営業本部には、米州部、欧州部、アジア・オセアニア部の三部署が置かれ、

各部署の統制下で領域内の各海外子会社の営業、事業の企画・推進、指導、統括を行って

いる。なお、国際営業本部では本部員を海外子会社の社長として派遣する人事政策によっ

て海外事業管理の効率化等を図っている。また、海外子会社の資金管理等は経理財務本部

の所管となっている（後記第 5、2.(2)）。 

 

(ii) HTE の権限 

海外子会社は、自社の投資や財務活動等については、「関連会社決裁基準（2003 年 7 月

31 日）」により①経理財務本部の承認を得て経営会議へ報告、又は②経理財務本部起案によ

り経営会議又は取締役会での審議での審議という承認プロセスを経る必要がある。しかし

ながら、製品の販売に係るユーザンスの決定・変更や新規取引の際の与信管理等の営業活

動及び従業員等人事権等は、各国の慣習や法令が異なることから海外子会社にて決定する

ことができ広範な権限を与えられている。 

 

(b) HKK の海外子会社管理体制 

前記のとおり海外子会社の権限が広範である一方で、HKK では、概ね、以下の手法によ

り海外子会社の管理を行っている。そこで、これらの HKK の海外子会社管理の状況につき

検討をする。 

・取締役の派遣 

・国際営業本部による管理 

・経理財務本部による管理 

・子会社内部統制の評価 

・内部監査 

・内部通報制度 

・IT 統制 

 

(i) 取締役の派遣 

国際営業本部では本部員を海外子会社の社長として派遣する一方で、社長を監督するた

めに、HKK 取締役等が海外子会社の非常勤取締役を兼務している。内部統制推進室に対す

るヒアリングによれば、HTE においては取締役会が実質的に機能しておらず、これらの非

常勤取締役による A 氏の監督ができていなかったとのことである。 

 

(ii) 国際営業本部による管理 

海外子会社は、毎月締後 5 日を目処に売上と営業利益を国際営業本部に速報として報告

し、その後確定版の月次決算（月次貸借対照表、月次損益計算書、月次 PSI（Purchase／Sales
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／Inventry））情報を提出する。その後、国際営業本部にて予実分析、前年比較、特殊要因等

をチェックし、経営会議報告用に取り纏める。また、財務情報以外では、従業員数の推移

情報を入手し、人員と予算をチェックしている。  

以上のように予算管理及び予実分析等を通じた財務数値のチェックは行っているものの、

子会社からの報告について、その誤りを発見したり、修正を促すという目的でのチェック

ではないため、海外子会社に対する統制機能は国際営業本部の管理手続では十分であった

とはいえる状況ではなかった。 

また、国際営業本部の傘下には、一時期、欧州事業を統轄するものとして欧州統轄本部

が置かれていた期間があったものの、実質的には本部長のみが置かれており、傘下の各国

子会社の予算目標の実現のための指揮を主に行っており、各子会社の売上や販売状況の詳

細についてはチェックしていない状況であった。 

 

(iii) 経理財務本部による管理 

HTE は、四半期ごとに連結財務諸表作成のための財務情報を日立グループの連結システ

ムである「Hi-tree」に入力し、HKK ではその情報に基づき連結財務諸表を作成している。

特に経理部では、不適切な取引を発見することを目的とする検証は実施していないとのこ

とである。また、HTE については、大手監査法人が監査していることもあり、情報は正し

いものと考えていたとのことである。 

また、財務部では債権管理及び資金管理の所管部署として、海外子会社に対する業務管

理も担当、実施している。毎月国際営業本部の海外子会社の担当者と、停滞売掛金会議を

開催し、海外子会社から毎月末における回収予定日を超過している未回収債権の明細を入

手し、長期停滞している債権の回収可能性を検討している。しかし、海外子会社から入手

する未回収債権の明細はシステム外で作成しているため、その正確性を検証できない状況

にある。また、毎月財務部全員で入金会議を実施し、海外子会社に対する債権のうち未回

収のものについて、海外子会社に問い合わせ、支払見込の確認をしている。 

以上のように、経理財務本部では、各子会社からの報告を正しいものとして連結財務諸

表作成をしており、海外子会社の財務情報を統括するにあたり、経理財務本部による管理

手続は十分であったといえる状況ではなかった。 

 

(iv) 子会社内部統制の評価 

HTE の内部統制の体制は、2009 年 3 月 31 日以降の HKK の財務報告に係る内部統制評価

の一環として、規程・マニュアル等の整備・運用体制が再構築され、2010 年 3 月 31 日時点

では、全社的内部統制の整備・運用状況の評価を書面及び評価者の訪問により評価され、

重要な欠陥はないとの評価を受けている。法務部に対するヒアリングによると、HKK では

海外子会社における実務的な整備・運用は社長に任せているが、HTE での評価の時点では

適切に整備・運用がなされていたとのことである。 
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一方、真偽は不明であるが、J 氏に対するヒアリングによると、HTE では子会社独自の規

程・マニュアル等は明文化されておらず、内部統制システムも存在せず、全て A 氏の判断

によっていたとのことである。 

以上のことから、HTE の全社的内部統制は、評価対象期間を通じて一応の整備はされて

いたものの適切な運用がなされていない状況にあったが、評価時点では有効に運用されて

いる状況を装った可能性を否定しえない状況と考えられる。 

 

(v) 内部監査の状況 

内部統制報告制度において内部統制を評価する上で重要な事業拠点に該当する海外子会

社は全社的内部統制及び業務プロセスレベル内部統制の検証対象となるため、海外子会社

独自に整備・運用状況の評価を行い、当該評価結果を監査室が評価している。「監査室運営

方針（2010 年 8 月改訂/監査室所管）」では内部監査は原則として各子会社について、3 年～

5 年に 1 度は実施することとなっている。また、当方針の改訂前は原則 3 年～5 年に一度は

子会社について内部監査を実施していたとのことである。監査室は、2006 年 3 月期以前は

3 名であり、また、監査の目的に応じて経理部等の関連部門から内部監査の支援を受けてい

たものの、2006 年下期以降内部統制制度の構築及び運用の支援のために内部統制推進室に

人員を割かれ、総務部及び経理部出身の 2 名で運営しており、また、経理部等から援助人

員を確保できなくなり、十分な人的リソースがあったとは言えない状態であった。さらに、

内部監査にて発見された問題点に対するフォローアップ監査は適時に実施されていなかっ

た。内部監査の往査先の選定は、内部監査計画時に選定がなされるものの、トップ・マネ

ジメントは内部監査に業務監査を期待していたために、経営会議にて内部監査の実施サイ

クルよりも業績が低迷する子会社の業績分析や収益性改善の検討が必要と判断された拠点

を優先的に選定していた。  

以上より、内部監査は、人的リソースの面及び監査室運営方針が遵守されていない状況

から適切な実効性が確保されておらず、牽制機能として有効に機能していなかった可能性

がある。 

 

(vi) 内部通報制度の状況 

内部統制推進室に対するヒアリングによれば、HKK グループにおいて、本件処理が行わ

れた 2005 年 4 月には内部通報制度を整備していたとのことである。また当該制度の運用に

おいては、コンプライアンス本部長、総務部長、法務部長付の三者にメールが送付され、

受付後原則 20 日以内に対応が図られる体制であり、通報者が通報を理由に不利益を被るこ

とはない旨周知されているとのことである。HKK グループの内部通報制度は、施行当初は、

海外子会社は当該制度の適用範囲外であったため、有効に機能していなかったが、HKK は

グループ内に当該制度の拡充が必要であるとの認識のもと、2010 年 3 月期から海外子会社

についても当該制度の適用範囲とする制度とした。しかし、海外子会社における周知徹底
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の方法は社長に一任しているとのことであるため、実質的な運用がなされる体制が十分に

確保されていたとは言い難い。 

 

(vii) IT 統制の状況 

HKK グループでは各海外子会社が別々の ERP システムを運用している。各海外子会社に

は、IT マネージャーを配置し、当該システムのアクセス権限や ID 管理等の管理をさせてい

る。 

HKK への月次決算報告では、HTE が自社の ERP システムのデータを基に HKK 所定のエ

クセルのフォーマットに手作業で入力し、レポーティングパッケージを作成、報告してい

る。また各四半期決算報告では、HTE が自社の ERP システムを基に決算数値を日立グルー

プの会計システム Hi-Tree に手作業で入力し、HKK は Hi-Tree からレポーティングパッケー

ジを入手している。 

月次及び四半期いずれの決算報告の場合にも、HTE の ERP システムと HKK の ERP シス

テム間でシステム的な連携がなされていないため、直接データ転送されるのではなく、都

度 HTE で手作業の入力作業を伴う仕組みになっており、この段階で HTE が報告数値を改竄

することが可能となっている。また、HKK では HTE から報告されたレポーティングパッケ

ージ以外の情報は原則として利用できないため、HKK では決算報告の数値を検証すること

ができない状況であった。 

IT 担当者によると、現在、国際会計基準（IFRS）対応システムの企画が起案中であり、

その中で海外子会社との決算報告の直接連携が対応項目の一つとして挙げられているとの

ことである。 

 

(c) 子会社管理体制の評価 

このように、海外子会社は、営業活動に不可欠な権限及び広範な人事権限を与えられて

いる一方で、HKK における子会社管理の在り方にも課題が散見される。子会社の代表取締

役の職務執行に対する牽制機能及び HKK の管理体制の問題が、代表取締役の権限の濫用を

もたらし、本件処理及び他の不適切な処理事例の継続を可能とした一因であると考えられ

る。 

また、本件処理は 2006 年 3 月期から継続的に行われていたが、その間 HKK では本件処

理の存在を発見できなかった。これは、前記の通り、各担当部署より子会社管理の方法が

具備されているものの、一部の子会社管理の方法は実効性の欠如、実施ルールからの逸脱

などによりその機能を十分に発揮しているとは言い難い状況にあったことが一因であると

考えられる。 

 

(4) 本件処理が生じた会社の風土（正当化） 

(a) 経営者の姿勢の伝達 
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HKK は、HKK グループの全役員・従業員の企業行動の基本となる「日立工機企業行動基

準・日立工機企業行動基準実施要領（1987 年 11 月 26 日）」の制定を始め、企業経営に必要

な以下の規則・ガイドライン、マニュアルの制定や内部通報制度の創設など全社的な内部

統制システムの整備を行っている。また、2009 年 3 月期からの内部統制監査の適用に伴い、

連結グループ全体の業務の適正を確保するため、HKK グループ内に当該行動基準、株式会

社日立製作所の企業倫理・法令遵守ハンドブックを適用するなど共通の規程・マニュアル

の整備を行うとともに、監査役、監査室、内部統制推進室による評価体制の構築を行って

いる。なお、2010 年 9 月 28 日開催の取締役会にてコンプライアンスに対する企業の姿勢を

より明確かつ詳細に規定した「日立工機グループ行動規範（2010 年 10 月 1 日制定）」を承

認・制定し、トップ・マネジメントの姿勢をより明確にしている。 

本基準及び規範は、考え方や指針として、具体化、詳細化が達成されているものの、そ

れらを経営者や従業員の具体的な日常業務と明確に関連付けて運用・浸透させるという点

においては、指針項目に該当する具体的な業務の説明や、そのために守るべき法令等との

関連付けが十分ではないと考えられる。 

 

(b) コンプライアンス意識 

国際営業本部関係者に対するヒアリングによれば、売上獲得を重視する社内風土、経営

方針により、社内全体に予算ベースでの売上獲得が至上命題となり、HKK から海外販売子

会社への予算達成要求は非常に厳しいものとなっていたと感じていた者が複数存在する。

売上獲得を重視する経営方針自体は必ずしも非難されるべきものではないが、（その真意は

ともかく）予算必達のために期中における売上先行計上や費用繰延も容認されるかのよう

に受け取られかねないメールが当時の国際営業本部長又は欧州統轄本部長から発信されて

いたことが確認されていることからも、HKK グループ全体に予算達成を何よりも優先させ

るかのような風土が醸成されている可能性は否定できず、このような風土が、コンプライ

アンスに対する意識の低下を招いた可能性がある。 

 

(c) マネジメント・ガバナンス体制 

経営のガバナンス体制については、主要な施策について議論、承認する体制として、取

締役及び監査役によって構成される取締役会、又は取締役、理事及び常勤監査役によって

構成される経営会議を設置し、各合議体に監査役が出席し審議や決裁内容について一定の

監視、牽制を行う体制としている。 

しかしながら、取締役会、経営会議においては、主に業務執行に関する審議と決議、報

告に重点が置かれ、経営の意思決定機関として、従業員のコンプライアンス意識の醸成や

組織体制整備など、HKK グループ全社でのガバナンス体制を構築するため一定の施策は実

施していたものの、その浸透を図る積極的な施策の策定・実行や、それらの実態の評価検

証等については、必ずしも十分といえるものではなかった。 
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(d) 処分・処罰の状況 

HKK において、従業員の不正・不祥事に関する処分・処罰の方針については「社員就業

規則」に規定されており、社員の不祥事において処分が実施されている。本件処理に類似

する行為については、規則上も処罰内容は軽微であり、実際に過去発生した海外子会社の

不適切な処理についても譴責の上部署異動などの軽微な処罰のみしかなされていない。こ

の理由としては、HKK では、そもそも人的資源が常に不足気味であり、有用な人材につい

ては一度の失敗で落伍者としての烙印を押さず、適切に指導・再教育して活用し、また、

本人にも成長の機会を与えるという方針が採られていたようである。しかし、懲罰基準は、

犯した違反の性質とその重大さに即したものとすべきであり、同時にその制裁は従業員の

地位、在任期間、職務権限に関係なく一様に適用されるべきである。HKK の処分・処罰方

針は、従業員の生活への配慮や限られた人的資源の活用という意味での合理性は否定でき

ないものの、不適切な取引や会計処理を抑制する上では有効性が問題ともなりうる。 
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第5 責任の所在の検討 

本調査の目的は、前記第 1、3.で述べたとおり、①本件処理の実態の解明、②責任の所在

の解明（HKK の関与の有無を含む。）、③本件処理の発生原因の解明、④他の子会社等にお

ける類似事象の有無の調査、⑤再発防止策の提言にある。 

そこで、本項では、本調査の目的の範囲内において、HKK により具体的な処分等がなさ

れるにあたって、それに資することを念頭に、本件処理の責任の所在について、本調査委

員会の見解を述べることとする。 

 

1.  HTE における責任 

(1) 本件処理の関与者の責任 

(a) 主体的関与者の責任 

A 氏は、本件処理を主導的に実行したことが認められ、その責務に反する行為を行った結

果、会社に多大な損害を与えたことは明らかであり、その責任は極めて重大である。A 氏は

2010 年 10 月 4 日付で HKK を懲戒解雇されているが、本調査委員会としても HKK の当該

処分は妥当なものと考える。 

 

(b) HTE 経理部長の責任 

また、HTE 経理部長（2002 年～）である J 氏についても、本件処理を認識した上でその

経理処理を一手に引き受けていたことが認められる。他方、事件処理への関与が A 氏の指

示に基づく行為であったことを考慮してもなお、経理部門の長として重い責任が認められ

る。なお、同氏は、本年 8 月に HKK が端緒を得て調査を開始した後は HKK 等及び調査委

員会の調査に進んで協力している事情が認められる。 

 

(c) HTE 営業部長の責任 

HTE 営業部長（2005 年 7 月～）である M 氏は、本件処理に主体的に関与していたことは

認められないものの、A 氏のヒアリングによれば、M 氏も A 氏らによる本件処理の実行を

認識していたとのことである。加えて、M 氏には、前記第 3、1.で述べたとおり、本件処理

と直接的な関係はないものの、疑わしい取引に関与していたことが認められ、これらを総

合すると、相応の責任が認められる。なお、営業部長には、本年 8 月に HKK が端緒を得て

調査を開始した後はHKK等及び調査委員会の調査に進んで協力している事情が認められる。 

 

(d) その他の関与者の責任 

その他、数名の HTE 従業員が本件処理に関与したことが認められるが、これらの者は、

その役職等からして、A 氏の指示に従わざるを得なかった点を考慮する必要があると思われ

る。 
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(2) HTE の役員の責任 

HTE においては、A 氏のほか、常時 2 名の非常勤役員（日本の取締役に相当する。）が存

在したものの、本調査の結果、これらの者の本件処理への関与及び認識は認められなかっ

た。加えて、これらの HTE の非常勤役員は、HKK の国際営業本部及び経理財務本部から 1

名ずつが就任していたが、特に、現地での役割を果たすことが想定されていなかったこと

から、かかる役員体制を定めていたことの当否は別論として、HTE の非常勤役員個人の責

任を取り上げることは必ずしも妥当ではなく、むしろ、このような役員体制を是としてい

た HKK におけるグループ管理に関する責任を検討すべきものと考える。 

 

2.  HKK におけるグループ管理に関する責任 

本調査の結果、本件処理について、HKK の役職員による指示、承認、隠蔽等の組織的な

関与は認められなかったものの、HKK における子会社管理の方法には、前記第 4 で述べた

各種の問題が存在するところである。 

 

(1) 国際営業本部における責任 

2006 年 3 月期以降本件処理の発覚に至るまで（以下「本件対象期間」という。）、国際営

業において HTE の統括・管理を担う役職にあった取締役並びにその上長については、(i)欧

州事業・HTE との職務上の関係の内容、(ii)当該役職を担当した期間の長短等に応じて、一

定の管理・監督責任は免れられないものと考える。 

 

(2) 経理財務本部における責任 

本件対象期間に各販売子会社の経理処理状況の統括・管理を担う経理財務を管掌業務と

する取締役について、(i)本件処理の金額が極めて高額となった 2008年～2009年の担当状況、

(ii)当該役職を担当した期間の長短、(iii)兼務状況等に応じて、一定の管理・監督責任は免れ

られないものと考える。 

 

(3) 情報システム管理室における責任 

本件対象期間に海外関連会社のシステムの管理を含めた全社的な IT 戦略としての情報シ

ステム管理を管掌業務とする取締役については、HKK 内における情報システム管理部門が、

会計上の不正の発生防止、早期発見のための体制運用の整備構築に積極的な役割を果たす

ことが求められていたかどうかで責任の有無・程度が定まるので、HKK 内における当該部

門の位置付・役割を HKK にて確認・検討の上で判断されたい。 

 

(4) 内部統制・コンプライアンス関連部門における責任 

本件対象期間においてこれらの業務を管掌する取締役について、(i)当該役職を担当した期

間の長短、(ii)兼務状況、(iii)当時の HKK における内部統制整備の人的・物的制約の程度等
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に応じて、一定の管理・監督責任は免れられないものと考える。 

 

(5) 代表者の責任 

5 年もの長きに亘り本件処理の存在が看過されていたことについての責任を否定するこ

とはできず、本件対象期間において代表取締役の地位にあった者は、最高責任を負う者と

して、一定の責任を免れられないものと考える。他方、代表者は、本年 8 月に HKK が本件

処理の端緒を得て以降、積極的に社内調査を指揮することで本件処理に関する対応を迅速

に行っており、端緒を得さえすれば、誠実・迅速にその職務を果たしていることも認めら

れる。 
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第6 再発防止策の提言 

1.  提言の趣旨 

 HKK グループは、本件処理が引き起こされた事実、その原因と背景を真摯に受け止め素

直に反省をすると共に、ステークホルダーの信頼回復に向けて、本件処理やその他の課題

に関わる不正防止の改善策を留まることなく実施する必要がある。HKK グループの全役

員・従業員一人ひとりが、コンプライアンス遵守はもとより、HKK の創業の精神に基づい

た価値観と倫理感を共有し、行動の変革を図る必要がある。 

本件処理を招いた組織上の原因としては、主として、子会社に対する管理・統制が不十

分であったこと及び内部監査・内部通報制度が有効に運用されていなかったことがあげら

れる。さらに、HKK グループとしてのコンプライアンスの仕組みやルールはあるものの、

必ずしもその体制及び運用が海外子会社において十分でなく、特に、比較的規模の小さい

子会社が多数の国に分散している欧州の子会社において、コンプライアンス意識の浸透及

び教育が十分でなかったこともその原因であると考えられる。 

このような状況認識に基づき、再発防止策として以下のような改善策を提言する。 

 

2.  提言の内容 

(1) 個別対応再発防止策 

(a) 不正の機会、動機への対応策 

 

(i) 組織（人事）・権限・内部統制 

グループ全体の不正リスクの評価・対応及び財務報告の信頼性を担保するための体制を

整備・運用する必要がある。  

具体的には、海外子会社内部での牽制機能を有効なものとするため、前記第 4、2.(3)で述

べた点からも、海外子会社において取締役会の開催を義務付け、HKK がその実施状況をモ

ニタリングすることとし、そのため、取締役会が実質的な監督機能を果たせるよう海外子

会社の規模に適した要員を取締役とし、かつ、ガバナンスの観点から取締役が役割を果た

せるような実効的な体制・運用を整備する必要がある。これに加え、社外取締役を採用す

ることも併せて検討する余地がある。 

また、海外子会社内部での業務執行について、決裁権限等を見直し、重要な事項につい

ては現地の営業部長や営業担当部員の判断のみで実施できない体制を整備・運用する必要

がある。  

 

(ii) 内部監査制度 

HKK を含め HKK グループの各会社に対する内部監査を適切な水準で実施するための組

織体制の整備及び適切な能力のある人員を確保するとともに、監査室運用方針を遵守し、

内部監査の実効性を確保する必要がある。  
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(iii) 情報システム 

海外子会社からHKKへレポーティングパッケージが改竄されて送付される可能性がある

ため、改竄がなされないよう ERP システム間を直接連携が可能となるシステムを構築する

（例えば、現在起案中である国際会計基準対応システムの導入）或いは、子会社において

決算報告改竄が出来ないよう作成時にダブルチェックする等の体制を構築する必要がある。 

また、定期的に海外子会社の決算数値以外の情報を閲覧し、本件処理や関連する不正の

有無を検証する体制を構築する必要がある。 

 

(iv) 内部通報制度 

通報ルートに監査役、社外取締役、顧問弁護士等を追加するとともに、内部通報制度の

利用者に取引先等を含めることより実効性が確保される体制を整備・運用する必要がある。  

また、現状のメールによる通報ルートのみではなく、匿名性が保たれる通報ルートを含

めた制度の見直し及び運用の必要がある。  

海外現地法人における内部通報制度の実効性を確保するため、多言語対応を図るととも

に、従業員に対して直接通知するなどの周知徹底を図る必要がある。  

 

(b) 会社の風土への対応策 

(i) コンプライアンス意識 

企業行動の基礎を規定している日立工機行動基準に明記されているコンプライアンスに

関する方針を、役員を含めた全従業員及び外部に対して周知徹底する必要がある。 

コンプライアンス意識を浸透させるためには、研修等によるコンプライアンスの周知徹

底の他、その浸透度を検証するために、ヒアリングやアンケート調査等を実施することが

望まれる。  

 

(ii) リスクマネジメント／ガバナンス体制見直し 

リスクマネジメントは、トップダウンとボトムアップの双方向から実施されることが有

効であると考えられ、HKK のリスクマネジメントの有効性を高めるため、各部署及び各関

係会社のリスク管理担当者が定期的に集まり、リスクの評価を実施し経営会議に報告する

体制を構築することが望まれる。なお、経営者不正リスクの評価・対応が協議されるため

に、当該体制には経営者を排除することが必要である点に留意が必要である。  

 

(iii) 処分・処罰の厳正化 

社員就業規則で、不適切な取引を実行・関与した行為に対する処分方針を明文化し、周

知徹底を図り、不正に対する一定の牽制機能を図ることが必要である。  

また、処分・処罰の審議に際しては、特に処分・処罰の対象となる不適切な取引を明確
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に定義し、処分方針を明文化するとともに、処分対象者、処分対象者の管理者及び不適切

な取引を知りうる立場にいながら報告を怠った者に対する処分内容を明文化し、処分・処

罰の客観性・公正性を確保するための体制を構築することが望ましい。 

 

(2) 抜本的対応再発防止策 

本件処理に係る原因調査、分析結果を受け、最終的には、企業理念やビジョンに整合性

を持ったコンプライアンス意識の全社浸透、不正の防止、早期発見に資する内部統制シス

テムの改善及び対処方法のルール化と導入を実現していくことが望まれる。短期的には、

コンプライアンス及び内部統制上の既存ルール（各業務プロセスにおけるルールを含む。）

について、その設計が不正の防止、早期発見の観点から適切であるかを今一度再検証する

ことが望まれる。中長期的には、不正・不祥事といったコンプライアンス上の問題に対し、

トップ・マネジメントが率先して防止活動等を推進し、全役員・従業員の意識改革の実現

を目指していく必要がある。具体的には、以下の点が重要である。 

・不正・不祥事の予防・発見・対処というプロセスを実現するリスクマネジメント体制の

構築 

・個別対応再発防止策の設計、導入、その効果についての定期的評価及び浸透活動 

本項においては、本件処理を踏まえた前記(1)の個別対応再発防止策が実施されることを

前提として、今後中長期的な視点で、より発展・深化させた形での再発防止策が浸透され

ることを企図して提言を行うものである。もっとも、コンプライアンス意識の全社浸透、

不正の防止、早期発見に資する内部統制システムの改善といった目的を達成するための方

策として絶対的なものが存在するものでないこともまた真実であることから、本項におけ

る提言は、中長期的な視点に立った再発防止策として、あくまで一例を示すに過ぎないも

のである。今後 HKK グループにおける真摯な検討のもと、適宜追加・取捨選択等が行われ

実行に移されることが望まれる。 

 

(a) 経営理念・行動規範の見直し 

HKK グループにおける全役員・従業員一人ひとりの行動の変革を目的に、創業の精神に

基づいた HKK グループの価値観といえる新たな経営理念を再構築することも一案である。

併せて策定された経営理念及び前記第 6、1.で記載の「日立工機グループ行動規範（2010 年

10 月 1 日制定）」に対する経営トップの「本気度」の伝達と「率先」のコミットメントを目

的として、トップ・マネジメントが自ら率先して浸透活動を実施することで、全社的に、

再度構築された経営理念と行動規範の浸透を図ることが可能になると思われる。より実効

性を担保する観点からは、行動規範の遵守を人事評価基準に反映させると共に、浸透度、

実践度の定期的なモニタリングを行うことも一案である。 

 

(b) 経営戦略検証プロセスの見直し 
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戦略の実行可能性の現状認識と改善度を把握するために、360 度評価を導入し、人材、組

織、業務プロセス、社外ネットワーク、顧客などの財務面以外の当社の力量を定量・定性

面で把握することにより、現状の戦略の正しさ、実行可能性を検証し戦略の見直しを図る

プロセスを検討することも有意義である。同時に、かかる検証プロセス実施の継続性を担

保するため、定期的なモニタリングが可能となる手法を模索することが望ましい。 

 

(c) 経営管理制度の見直し 

管理のスコープを結果指標管理から先行指標管理へ拡大し、各組織の到達目標とその成

功要因、アクションプラン、経営指標の設定とその進捗を管理する仕組みの精度を高める

ことも考えられる。また、大幅な権限委譲を行うことと併せて事業部門の自律的管理運営

を促し、トップ・マネジメントの時間を全社的な戦略・課題対応及びモニタリングに振り

向けガバナンスの強化を図ることも一案である。 

 

(d) 人事制度の見直し 

不正行為の発覚の遅れを招来する人事の長期固定化、縦割り組織の弊害を排除し、全社

的な観点からの人材の採用・発掘と再配置、また、全社的な視野・視点を広げることによ

る次期経営人材育成の観点からも人材の流動化（人事異動の頻度）を可能とするために、

人事部門の権限の見直しによる制度的な強制力の確保とそれに伴う人事関連規則や規定の

見直しを目指すことが望ましい。 

また、HKK の業績面に対する貢献のみならずコンプライアンスに対する姿勢を含む従業

員の資質を人事評価に盛り込む等の人事評価制度の見直し等の施策も効果的であるように

思われる。 

 

(e) 不正の防止対策 

第一段階として、トップ・マネジメントが不正を許容しないという姿勢を HKK グループ

全社に明示することが必要である。第二段階として、不正・不祥事に対する脆弱性を、ビ

ジネスライン単位で克服する。例えば、以下のような施策を検討することも一案である。 

 

(i) 不正対応方針（仮称）の施行 

不正・不祥事の定義や具体的な事象の特定、経営としての対応や調査手順、懲罰、社内

通報制度に関する方針を「不正対応方針（仮称）」として施行し、全社員への浸透を図る。 

 

(ii) 不正リスク委員会組織の設置 

不正・不祥事リスクに対し、組織横断的で適時適切な対応を可能とする委員会組織の設

置による組織的対応を行う。 
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(iii) 子会社経営陣を含むトップ・マネジメントに対する継続教育 

子会社社長を含むトップ・マネジメントに対するコンプライアンス、不正・不祥事のリ

スク対応のトレーニングを継続的に実施し、コンプライアンスへの理解を深める。 

 

(iv) 外部専門家の利用 

コンプライアンス及び内部統制ルールの運用状況等につき、外部からのアドバイスを適

宜受ける。 

 

(v) 不正・不祥事リスク評価の実施 

ビジネスライン単位で、コンプライアンスや不正・不祥事の潜在的リスクを業務プロセ

スに沿った形で整理し、経営に対する重要性の観点から、優先度の高いものより順次、対

応策を導入していく。業務プロセスや業種・業態に適したコントロール設計を行い、実効

性のある不正の防止に努める。 

 

(vi) 各種マニュアル等の見直し 

各業務マニュアルにおいて、適用される関連法規等について明示することで業務プロセ

ス中における不正・不祥事防止に重要なコントロールへの意識を高める。また、当該コン

トロールの有効性を定期的に業務現場で確認する手続を定める。 

 

(vii) 取引先や顧客への通知 

新しい HKK グループがコンプライアンス遵守を経営上の最大の課題としていることを、

店頭の顧客へポスターや窓口等において明示する。また、取引先に対しては、新生 HKK グ

ループを謳った通知を手渡すとともに、取引等への疑念等がある場合の連絡窓口を指定す

ることで、信頼回復に努める。 

 

(viii)トレーニングとコミュニケーション 

管理職や現場担当、派遣社員等それぞれの階層に求められるコンプライアンス上の役割

と責任、内部統制上の手続に関して、半期に 1 回は必ず研修の機会を設け、不正の防止に

努める。社内イントラネット上で、各種規程・マニュアルへのアクセスを可能にする。 

 

以 上 
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別紙 A 

＜略称一覧＞ 

 

法人名等 

略語 正式名称・内容 

HKK グループ関係会社 
HKK  日立工機株式会社  
日立 
製作所  

株式会社日立製作所  

HTE  Hitachi Power Tools Europe GmbH  
本件調査関係会社・事務所 
AMT アンダーソン・毛利・友常法律事務所  
DTFAS  デロイトトーマツ FAS 株式会社 
MHM  森・濱田松本法律事務所  
S&S Simmons & Simmons  

人名 

略語 正式名称・内容 

個人名 
A 氏 元 HTE 社長  
H 氏 F 社と G 社のオーナー 
I 氏 元 HTE 営業課長 

J 氏 
HTE 経理部長(Authorized signatory,  

Head of Bookkeeping)  
K 氏 HTE 営業チームリーダー  
L 氏 HTE 資材管理部長（Warehouse Manager） 
M 氏 HTE 営業部長（Sales Director）  

N 氏 
HTE 社長秘書（Administration Manager 

/Assistant of Mr.A） 
その他の事項 
VAT 付加価値税 

10/3 
2010 年 3 月期（貸借対照表は 2010 年 3 月

末日現在の残高）(同様の表記もこれに従

う)  
 

留意事項 1 金額単位：本説明書において特に断りの無い限り、原則として千ユーロで表記している。金額の単位未満

の処理に関し、資料によっては四捨五入、切捨て等様々である。従って、本説明書上も関連する金額の間

に端数処理差額が生じる場合がある。  
留意事項 2 会社名：本報告書にて説明のない会社名については、文中において「株式会社」、「有限会社」、「GmbH」

等の記載を省略している。 
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